
第3章 Review of Business
サステナブル経営

不確実性が増す経済環境の中、私たちは「食の安全・安心」や
「地球環境の保全」といった社会課題を真摯に捉え、取り組むべ
きマテリアリティを特定しました。それぞれの課題には2030年、
2050年を見据えた高いKPIを掲げ、全社を挙げたサステナビ
リティ推進体制のもとでPDCAサイクルを回し続けています。
人への投資を起点に、お客様満足と企業収益の「好循環」を作り
出すこと――それこそが、年間3.5億人を超えるお客様に支え
られている当社の社会的責任であり、未来の豊かさを創造する
原動力です。

会社のリスク管理は万全か？
Q5

次世代リーダーの育成と、強固なガバナンス体制
持続可能な成長に向け、コーポレート・ガバナンスの高度化とリス
ク管理の徹底を最重要課題としています。経営者育成においては、
指名コミッティ主導のもとで透明・公平な社長交代を実行し、現在
は次世代を担う経営者を継続的に発掘・育成する教育プログラム
を策定しています。セキュリティ面では、「ゼロトラスト」を前提と
した最新の技術的防御と、強固なガバナンス体制を両立し、持続可
能でレジリエンスの高い事業基盤を構築しています。

実効性が未来のリスクを遮断
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事業環境の認識と培ってきた
少子高齢化やインフレなど不確実性が増す経済環境の中、「インフレ環境」「働き手不足」「地方の人口減少」への対処が経

営の優先課題だと捉えています。すかいらーくグループは「事業スケール」「垂直統合サプライチェーン」「多様なニーズに応
えるブランドポートフォリオ」という強固な事業基盤で競争優位性を発揮して成長戦略を実行することで、課題の解決と収益
力の向上を図っています。また、人への投資を起点に企業収益を生み出す好循環を作り上げ、持続的な成長を目指すとと
もに、消費の後押しにつなげることで、経済全体の好循環にも貢献していきます。

強み

従業員数
約12万人

国内外
店舗数

約3,200店
年間

来店客数
約3.5億人

中期事業計画

人材を起点とした好循環

人への投資
従業員満足

顧客満足
客単価の向上

サービス・
品質向上

企業収益
賃上げ

好
循
環

手頃な価格で日常の食を豊かにする「ファミリーダイニング」と、外食なら
ではの体験価値を提供する「カジュアルダイニング」の両輪で、刻々と変化す
る外食ニーズを的確に捉えています。「しんぱち食堂」の加入により低価格領
域を一段と強化し、拡大する消費の二極化に対応したブランドポートフォリオ
を実現しています。

国内外に約3,200店舗を展開し、年間約3.5億人のお客様に
ご利用いただき、約12万人の従業員が活躍しています。世界市場
からの原料調達、全国10か所の自社工場と物流網により、新鮮な
食材を日々店舗に届け、調理・提供する仕組みを構築しています。
調達から店舗での提供までを一気通貫で自社で担う「垂直統合サ
プライチェーン」は、当社の優位性と競争力を高める源泉です。

すかいらーくグループの事業基盤 ブランドポートフォリオ

ファミリーダイニング カジュアルダイニング
総合洋食 中 華 しゃぶしゃぶ和 食 ハワイアン

焼 肉

和 食和ごはんカフェ

ステーキとんかつ・から揚げ 寿 司

イタリアン

総合洋食 ブッフェ

事業スケール

垂直統合サプライチェーン

そ ば

うどんイタリアン

競争優位性・強み事業環境と経営課題

事業環境の変化

経営課題

企業価値の向上・持続的な成長へ

不確実性が
増す経済環境

インフレ環境

少子高齢化

？？？ 消費の二極化

環境保全対応

コストプッシュの打ち返し

働き手の確保

地方の人口減少への対応

サービス・
品質向上

顧客満足
客単価の向上

企業収益
賃上げ

人への投資
従業員満足

ファミリー
ダイニング

カジュアル
ダイニング

高単価

低単価

通販・外販強化領域

New!

グローバル調達力 約1,100億円

自社工場10か所

自社検査10万検体以上

自社物流配送トラック300台

3,000店以上

調達

生産

検査

物流

店舗

焼き魚

（　　　　　　　　）イートイン・デリバリー・
テイクアウト

既存店成長
新規出店
海外展開
M&A

人的資本の充実
DX推進
ESG推進

成長戦略

成長の基軸

※2026年4月末時点
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サステナブル経営について

マテリアリティの特定プロセス

マテリアリティ特定の背景
すかいらーくグループは、経営理念である「価値ある豊かさの創造」の実践により、

「食」を通じて、持続的な社会の実現とグループの企業価値の向上を目指します。

課題の抽出

優先順位付け

マテリアリティの特定

●	SDGsなどの社会的要請、ESG評価機関の
調査項目などを踏まえて課題を抽出

●	社内の各部門が長期的視点から自部門の業
務領域における課題を抽出

抽出した課題を「すかいらーくグループに
とっての重要度」と「ステークホルダーにとっ
ての重要度」の両面から分析し優先順位付け
●	「すかいらーくグループにとっての重要度」
は、方針・戦略、社会的要請や事業内容を捉
えて対応すべき課題、環境、社会への配慮の
観点から評価

●	「ステークホルダーにとっての重要度」は、
世の中の動向、ステークホルダーの当社へ
の期待、環境・社会への影響の観点から評価

優先順位付けされた課題を関連部門役員によ
る審議を経て、「グループサステナビリティ委
員会」で審議の上、「マテリアリティ」として決
定し、取締役会に報告
特定にあたっては役員勉強会で外部ステーク
ホルダーとも意見交換を行い、「DX」「生物多
様性」を追加

認識しておくべき
課題

社会的要請や
事業内容を捉えて
対応すべき課題

最優先で
対応すべき課題

最
重
要

• 教育 
• 児童労働、
強制労働

• 脱炭素 
• プラスチック対策 
• 環境汚染防止、
  環境配慮 
• 水資源の保全 
• 生物多様性

• 食の安全・安心 
• 責任ある調達 
• お客様志向
• 食品ロスの削減

と
て
も
重
要

• 悪臭、騒音 
• 腐敗防止

• 情報セキュリティ
の確保 
• 地域社会とのつな
がり 
• 人権の尊重

• 栄養、健康維持、
  増進 
• 多様な人材の活
躍、育成 
• 労働環境の整備
• DX

重
要

• 介護 
• 福祉

• 公正な事業慣行
• 適正なガバナンス
  体制の構築

• 食の嗜好の変化
への対応
• 健康経営
• 物流の安定的な
確保

重要 とても重要 最重要

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
と
っ
て
の
重
要
度

GPIFが採用する6つのESG指数のすべての構成銘柄に選定
当社は、年金積立金管理運用独立行政法人（以下、GPIF）が採用する6つの
ESG指数すべての構成銘柄に、外食企業として初めて２年連続で選定されまし
た。2026年3月時点でGPIFが採用している国内株式を対象とするESG指数
は以下の6つです。
❶ MSCI 日本株 ESG セレクト・リーダーズ指数  
❷ MSCI 日本株女性活躍指数
❸ FTSE Blossom Japan Index   
❹ FTSE Blossom Japan Sector Relative Index 
❺ S&P/JPX カーボン・エフィシェント指数  
❻ Morningstar 日本株式ジェンダーダイバーシティ・ティルト指数

その他ESGに関する外部評価
•	「CDPフォレスト2025」A-スコア
•	「CDPサプライヤー・エンゲージメント2025」Aスコア
•	「FTSE4Good Index Series」
•	「MSCI ESG レーティング」Ａ評価
•	「Gomez ESGサイトランキング2025 優秀賞」受賞
•	大和IR2025年インターネットIR優良賞
•	日興IR2025年全上場企業ホームページ充実度ランキング・最優秀サイト
•	「消費者庁 令和６年度消費者志向経営優良事例表彰」
•	「CDP アワード・ジャパン2026」表彰
•	「第12回バイオマス製品普及推進功績賞」受賞
•	「2023年度日本ロボット学会 ロボット活用社会貢献賞」受賞
•	「環境経済人第22回環境先進企業」AAランク
•	「WORK DESIGN AWARD2023」受賞

外
部
評
価

マテリアリティ マテリアリティ特定の背景

食品ロスの削減
食品ロスが増え続けることは、提供する食材が無駄になるだけでなく、環境悪化や将来的な人口増加による食料危機にも適切に
対応できなくなります。食品ロスを減らすことにより、ごみの量が減り運搬や焼却で発生するCO2の削減、廃棄コストの削減に繋
がり、レストランビジネスを展開している当社グループの事業と関連性が高いため設定しました。

脱炭素
CO2削減への対策が遅れることにより、地球温暖化や気候変動が加速し、自然災害の頻発、食糧危機、水不足、各インフラ機
能の停止など当社グループのビジネスにおいても多大な影響をおよぼします。脱炭素に取り組むことにより、エネルギーコスト
の削減に繋がり、拠点数が多く、エネルギー使用量が多い当社グループの事業と関連性が高いため設定しました。

プラスチック対策

使い捨てプラスチックの排出により、適切に処理されなかったプラスチックごみがもたらす環境汚染（海洋汚染・土壌汚染・大
気汚染など）の問題や、有害物質が付着したマイクロプラスチックを魚が食べてしまい、その魚を食べたことによる人体への悪
影響があるとされています。プラスチック対策は、原料となる原油の使用量の削減、プラスチックの焼却過程で排出されるCO2

削減に繋がり、宅配や持ち帰り商品を提供している当社グループの事業と関連性が高いため設定しました。

食の安全・安心

近年、食品事故や偽装問題への社会的な関心が高まる中、消費者の「食の安全・安心」への要求は厳しくなっています。当社
は、多岐にわたるブランドと約3,200店舗を展開し、年間約3.5億人のお客様に食事を提供する企業として、その責任を重く
受け止めています。お客様に安心して食事を楽しんでいただくことは、企業の持続的な成長と社会からの信頼獲得に不可欠で
あると考え設定しました。

健康・栄養

近年、消費者の間で健康や栄養に対する意識が顕著に向上しており、外食に対しても健康的なメニューや栄養バランスへの期
待が高まっています。このような状況下において、当社は「食」を提供する企業として、消費者の健康的な食生活を支援し、社
会全体の健康増進に貢献したいと考えています。また、このことは消費者からの信頼を獲得し、長期的な企業価値向上にも繋
がると考え設定しました。

お客様志向
ニーズの多様化、お客様満足度向上が企業の持続的成長に不可欠であると認識しており、お客様の声に真摯に耳を傾け、変化
に柔軟に対応することが重要と考えています。当社は、多様なブランド展開で幅広い顧客層に対応し、ニーズに合わせたサービ
ス提供でお客様満足度向上を目指していることから設定しました。

働き方改革
外食産業の人手不足が深刻化する中、多様な人材が働きやすい環境を整備し、人材の確保と定着を図る必要があります。ま
た、従業員の働き方が多岐にわたるため、それぞれのライフスタイルやキャリアプランに合わせた活躍を支援し、働きがいを向
上させることで、サービスの質を高めることが企業の持続的な成長に不可欠であると考え設定しました。

責任ある調達

持続可能な食の提供と社会的責任の重要性に対する認識の高まりがあり、グローバルなサプライチェーンにおいて、原材料の
調達は環境や人権に大きな影響を与える可能性があります。当社は、多様な食材を安定的に調達するため、国内外のサプライ
ヤーと緊密に連携しており、原材料の調達過程における環境負荷の低減や、労働者の人権保護は、企業の持続的な成長に不可
欠であると考え設定しました。

DX
人手不足の深刻化や顧客ニーズの多様化といった外食産業の課題に対し、デジタル技術が不可欠であり、従来のビジネスモデ
ルやオペレーションの変革が急務となっています。店舗運営の効率化やDXによる生産性向上とお客様の利便性向上を目指して
いることから設定しました。

水資源の保全
外食産業は、調理、洗浄、清掃といった店舗運営のあらゆる場面で大量の水を使用するため、水資源の枯渇や水質汚染は事業継
続における重大なリスクとなり得ます。また、持続可能な社会の実現に向けた国際的な潮流や環境意識の高まりを背景に、事業活
動が環境に与える影響を最小限に抑える責任があると考え設定しました。

生物多様性
食材の安定的な調達は、健全な生態系によって支えられており、生物多様性の損失は、将来的な食料供給のリスクを高める可
能性があります。持続可能な社会への国際的潮流や環境意識の高まりを背景に、企業は事業活動を通じた生物多様性保全の
責任を負い、サプライチェーン全体での配慮が求められることから設定しました。すかいらーくグループにとっての重要度

STEP1

STEP2

STEP3
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サステナビリティ推進体制とPDCAサイクルについて
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人権分科会取締役会

各部門
サステナビリティ推進委員

関係会社
サステナビリティ推進委員

CO2削減分科会

食品廃棄物削減分科会

包材検討・消耗品削減分科会

生物多様性分科会

事務局グループサステナビリティ委員会
委 員 長：代表取締役社長COO
副委員長：	CSuO
　　　　  （最高サステナビリティ責任者）
委　　員：	代表取締役会長CEO、
	 業務執行取締役、
	 執行役員、グループ会社社長

アドバイザリー社外役員

サステナビリティ推進体制 単位 2025年 2026年
目標 実績 目標

非再生可能エネルギー使用量 MWh 1,061,716 1,095,496 1,079,202

削減KPIの設定

目標値

正確なCO2排出量、エネルギー使用量の算定をもとに、 SBT(Science Based Targets)基準に準拠した形で、
毎年のKPIを設定しています。なお、エネルギー使用量削減のKPIは、全社で毎年、原単位で年平均1％以上改善す
るKPIに加えて、店舗・工場ごとにそれぞれ電気・ガソリンの毎年のKPIを設定し、そのKPIの進捗状況と使用量削
減の取り組みを四半期ごとにサステナビリティ委員会に報告しています。

分科会体制図

CO2

削減
分科会

CsuO
（最高サステナビリ

ティ責任者）

グループサステナビリティ委員
会の下部組織として、全社横断
でエネルギー削減、CO2削減に
取り組む「CO2削減分科会」を
2023年に発足しました。当分
科会では、これまで、上記の取
り組みを通じてエネルギー削
減、CO2削減に努めています。

人事総務本部

すかいらーく
D＆M

財務本部

すかいらーく
レストランツ

商品本部

店舗
開発本部

ジャパン
カーゴ

Scope1 Scope2 Scope
1+2 Scope3 Scope

1+2+3
基準年実績 2018年 139,894 306,922 446,816 1,045,660 1,492,477
当該年実績 2025年 117,019 240,068 357,088 1,070,507 1,423,843

KPI

2025年 98,765 216,687 315,452 862,670 1,178,122
2026年 92,890 203,796 296,686 836,528 1,133,214
2027年 87,014 190,905 277,920 810,387 1,088,307
2028年 81,139 178.015 259,153 784,245 1,043,399
2029年 75,263 165,124 240,387 758,104 998,491
2030年 69,387 152,233 221,621 731,962 953,583

分科会
活動のTOPICS
「CO2削減分科会」の例

CO2削減率
(Scope１+２)
●	 2030年までに2018

年比 50.4％削減
●	 2050年 実質ゼロ

Plan
将来目標

PDCAサイクル
について

サステナビリティ推進体
制に基づき、各マテリアリ
ティに基づく分科会を開
催し、KPI達成に向けた取
り組みを強化しています。

Check

●	 サステナビリティ委員会
年10回開催

●	 KPIの進捗状況、
四半期の取り組み進捗を
議論

効果検証

PDCAサイクル KPIの進捗状況と使用量削減の取り組みを四半期ごとに
サステナビリティ委員会に報告しています。

Do 責任部門と具体的取り組み

■太陽光発電によるCO２削減

人事総務
本部

●	2026年4月末時点で累計1,100店に太陽光発電を導入
	 年間約15,300ｔのCO2を削減
●	営農型※太陽光発電を導入

※農地に支柱を立て、上部に太陽光パネルを設置し、農作物栽培と発電を同時に行う取り組み
●	2026年5月にバーチャル型太陽光発電を12店舗に導入
  CO2排出量実質ゼロのガストが13店舗に拡大

商品本部
（工場）

●	2024年1月に酒々井MDセンターにオンサイト型太陽光発電を導入
●	2024年2月に岐阜MDセンターにオフサイト型太陽光発電を導入
● 2025年7月に西宮MDセンターにオフサイト型太陽光発電を導入
● 2026年5月に北九州MDセンターへ再生可能エネルギー電力プランを導入

店舗開発
本部

●	2023年8月にCO2排出量実質ゼロのガストをオープン
　店舗屋根部分に太陽光発電設備を設置
●	2025年12月にバーミヤン3店舗でオンサイト型太陽光発電を導入
●	2026年中に19店舗にオンサイト型太陽光発電導入予定

■再生可能エネルギー由来の電力購入
店舗開発本部 ●  ガスト東村山市役所前店に、CO2フリー電力を導入

資さん
●  ハチドリ電力(実質CO2ゼロの自然エネルギー)の使用
●  本社と工場、4店舗でCO2フリー電力を導入

■フリーザー、蓄氷冷却システムの導入

 商品本部（工場）
●  環境省が実施している「コールドチェーンを支える冷凍冷蔵機器の脱フロン・脱炭素化推

進事業」を利用し、全国のMDセンターに導入

施設名 CO2年間排出量削減見込み 導入機器
西宮セントラルキッチン 約300 t

ハンバーグフリーザーシステム
蓄氷冷却システム

ケーキフリーザーシステム

仙台セントラルキッチン 約260 t
前橋セントラルキッチン 約210 t
北九州セントラルキッチン 約70 t
岐阜セントラルキッチン 約70 t

■省エネ活動によるCO２削減

営業部

●  店舗従業員を対象とした省エネ勉強会のオンライン開催
●	店舗でのエネルギー削減対策の成功事例を横展開するための社長メッセージつき動画の定期

発信
●	毎月の上長との面談の中で削減対策とKPIを個店ごとに決定し行動につなげる
●	節電材（コンティニウム）を2,157店舗以上に導入
●	店舗トイレ、従業員スペースの照明を人感センサーへ切替え

商品本部
（工場）

● 従業員の意識向上を図るため、省エネ啓発ポスターを工場内に掲示
● 水光熱の削減事例・削減案を時期で共有し具体的な改善活動推進を実施
　 春：空調機室外機の清掃、保管庫冷気漏れ対策　
　 夏：手洗い水を給湯から水道水へ切替え、室外機の直射対策　
　 秋：蒸気配管、給湯配管、冷水配管などの熱源保温の強化　
　 冬：空調機の台数制御、外灯点灯時間変更

■自社物流ルートの最適化

■業務用燃料電池の導入

ジャパンカーゴ ●  店舗拡大に伴う物流ルートの再編により、原単位に対しCO2削減量2%削減

営業部
● 業務用燃料電池（京セラ製『3kW SOFCシステム』※）を8店舗に導入
※SOFCシステムは、都市ガスから取り出した水素と空気中の酸素を化学反応させて発電した電気を利用

するとともに、発電時に発生する熱を給湯などに利用する業務用ガスコージェネレーションシステム

■社内外コミュニケーション活動

広報
人事総務本部

●	脱炭素の取り組み動画を制作し、約2,400店舗のタブレットや公式YouTubeチャンネル
で積極配信

●	社内報やデジタル社内報にて、従業員向けに毎号、環境対策のクイズ動画を作成。取り組み
の理解浸透を図る

●	自社HPであらゆるステークホルダーに向けた情報発信を積極化
●	CDP気候変動において、質問書への回答を通じて最高位のAリストに選定
●	温室効果ガス削減と農業生産の課題解決につながるバイオ炭をカーボンクレジット購入に

より支援
●	サプライチェーン全体の温室効果ガス削減を目指す枠組みであるインセッティングコンソー

シアムに参画

■正しい数値の算定
財務本部 ● CO2削減活動がもたらす経営へのインパクトを算出

人事総務本部
● 2025年CO2排出量を算定し、Scope１、２、３（カテゴリー１～３）で第三者保証を取得
● SBT（温室効果ガス削減目標とその取り組みが、科学的であることを認定する国際機関）
　認定の取得

61

第3章 / Review of Business 

6261

Action

●	 排出量の再算定
●	 KPIの見直し
●	 成功事例の横展開
●	 新施策の情報収集と検証

次なる行動



すかいらーくグループ統合報告書2025すかいらーくグループ統合報告書2025

すかいらーくグループでは、「食」を通じて持続的な社会とグループの企業価値の向上を目指して、マテリアリティ（重要課題）を
特定しています。また、KPIを設定し、マテリアリティに基づき事業運営に影響をおよぼすリスク（脅威）とチャンス（機会）を
抽出・対応しています。

▼マテリアリティの特定プロセスについては　　　　をご覧ください。P59

マテリアリティがビジネスに与えるリスクとチャンス

テーマ マテリアリティ SDGsへの貢献 SDGs169のターゲットに貢献するすかいらーくグループの取り組み 主なリスク（脅威） 主なチャンス（機会） 主な指標 2023年 2024年 2025年 KPI
2026年 2030年 2050年

一人ひとりの
豊かな生活の

実現

食の安全・
安心

2.1/2.2/3.d　ひとりでも多くのお客様に、安全で、安くておいしい料理を提
供する。
12.8　料理の提供にあたっては、適正な成分表示、アレルギー表示を提供する。

食品事故発生による
信頼の低下 お客様からの信頼獲得

重大食品事故 ゼロ ゼロ ゼロ ゼロ ゼロ ゼロ

通販・外販品のリコール数 ゼロ ゼロ ゼロ ゼロ ゼロ ゼロ

健康・栄養 2.1/2.2/3.4/3.d　ひとりでも多くのお客様に、健康に資する、安くて
おいしい料理を提供する。

健康志向メニューへの
対応遅れによるお客様減少

健康志向メニュー
によるお客様増加

健康的な食生活に貢献する
商品の提供 4品 3.3品 5品 5品 10品 20品

お客様志向

11.7　食のインフラとして、家族を中心にすべての人々 に安全な食事のスペースを
全国で提供する。 
11.8/17.17　全国での出店を通じて、地域社会の食の充実と、食事とコミュニ
ケーションの場を提供し、地域社会に貢献する。
12.8　料理の提供にあたって、お客様視点での適切な表示、広告を行っていく。

お客様の声・ニーズへの
対応の遅れによるお客様
減少

お客様からの信頼獲得 お客様満足度 ー 8.6ポイント 14.1ポイント 15※1 20※1 25※1

DX
8.2/9.1/9.2　DX推進により店舗、工場、本部の生産性を上げ、働き方改革
の進行、人手不足の改善により、健康的かつ健全な職場環境を作り上げてい
く。

対応の遅れによる
競争力低下

ビジネス全般における
競争上の優位性の確保

DXのためのトライアルの
数 118件 252件 225件 280件 280件 280件

豊かな
社会づくり
への貢献

働き方改革

3.a/3.d　健康経営、喫煙率減少を通じて、世界の健康に貢献する。
4.7～10.3　働き方改革を通じて、雇用、労働にかかわる各種社会課題の
解決に貢献する。
17.17　ワークライフバランスの推進、地域に根付いた活動により地域社会
に貢献する。

人材・多様性の不足による
成長の鈍化、
人件費増加

優秀な人材の獲得、
生産性の向上、
採用率・定着率向上

女性管理職比率 14.3% 14.3% 15.3% 16% 30% 50%

喫煙率 20.9% 19.4% 17.4% 13% 10% ゼロ

残業時間改善※2 29.7時間 32.0時間 30.7時間 24時間 20時間 ゼロ

有給休暇取得率 64.0% 63.0％ 65.4％ 68% 80% 100%

責任ある
調達

1.1　海外からの調達を通じて、雇用と貧困問題に貢献する。
2.4～12.3　社会、環境に配慮した調達を通じて、調達先での各種問題
への解決に貢献する。
16.5　健全、公正な取引で腐敗防止に貢献する。

当社の取引先における
社会・環境問題への対応遅
れによる信頼の低下

安定的な商品提供、
エシカルなメニューに
よるお客様増加

取引先のCSR調査実施 84% 86% 95％ 100% 100% 100%

取引先の人権
デューデリジェンス実施 39% 45% 50％ 60% 100% 100%

環境への配慮

食品ロス
の削減 12.3/12.5　店舗、工場での食品廃棄の削減を行う。 食品ロスへの対応遅れに

よるお客様減少

お 客 様 からの 信 頼 獲
得、コスト削減、収 益
力アップ

食品廃棄量 19,782t 
2018年比▲28.3%

22,419t
2018年比▲18.7%

25,343t
2018年比▲8.15%

2018年比
▲26.3%

2018年比
▲50%

2018年比
▲75%

再生利用等実施率 48.8% 50.0% 47.3% 49.5% 50% 75%

プラスチッ
ク対策

12.2/13.1　プラスチック使用量の削減を通じて天然資源の保全に貢献する。
12.5/14.1　使い捨てプラスチック使用量の削減を通じて、廃棄物の削減に
貢献する。

プラスチック対策への対
応遅れによるお客様減少

お客様からの
信頼獲得

使い捨て石油由来プラスチッ
ク使用量

2,492t 
2020年比▲18.6%

2,618t
2020年比▲14.5%

2,476t
2020年比▲19.1%

2020年比
▲30%

2020年比
▲50% ゼロ

脱炭素

7.2/7.3　店舗、工場、本部での省エネ活動、再エネ化により脱炭素に貢
献する。
13.1　再生可能エネルギーへの移行により、CO2削減とともに持続可能
性を向上させる。

規制強化と対応コストの増
加、自然災害による営業停
止、 物流ネットワークの停
止

お 客 様 からの 信 頼 獲
得、省エネによるコスト
削減

GHG削減率（Scope1・2） 332,862t-CO2

2018年比▲25.5%
336,603t-CO2

2018年比▲24.7%
353,336t-CO2

2018年比▲20.9%
2018年比
▲33.6％

2018年比
▲50.4％ ネットゼロ

GHG削減率（Scope3） 890,133t-CO2 
2018年比▲14.9%

992,556t-CO2

2018年比▲5.1%
1,070,507t-CO2

2018年比2.4%
2018年比
▲20.0％

2018年比
▲30.0％ ネットゼロ

GHG削減率（Scope1・2・3） 1,222,995t-CO2 
2018年比▲18.1%

1,329,159t-CO2

2018年比▲10.9%
1,423,843t-CO2

2018年比▲4.6% 2018年比▲24.1% 2018年比▲36.1% ネットゼロ

水資源の
保全

6.3/14.1　適切な排水により、水質の改善に貢献する。
6.4　店舗、工場での節水活動により水の使用効率改善に貢献する。

自然災害による営業停止、
水質悪化による品質低下、
水使用量の制限による営業
停止

水リスク低減による
安定的水利用、
節水によるコスト削減

取水量 6,605,731t 
2018年比▲27.5%

7,128,695t
2018年比▲21.8%

7,636,121t
2018年比▲16.2%

2018年比
▲30%

2018年比
▲10%

2018年比
▲20%

生物多様性 14.4/15.1/15.4　認証食材の活用、食品ロス削減などを通じて、生態
系の保全に貢献する。

生物多様性への対応遅れ
によるお客様減少、
食材の調達困難化やコスト
上昇

お客様からの信頼獲得、
エシカルなメニューによ
るお客様増加

国産野菜におけるJGAPまた
はそれに類する認証比率 16% 20% 22% 30% 50% 100%

パーム油におけるRSPO認証
比率 0% 0% 0% 0% 100% 100%

紙製品におけるFSC/PEFC認証
比率 36% 44% 72% 76% 90% 100%

2.1/2.2 3.d 12.8

2.1/2.2 3.4/3.d

11.7/11.8 12.8 17.17

8.2 9.1/9.2

4.7 3.a/3.d 5.5

10.38.5/8.8 17.17

2.41.1 8.4/8.7

12.2/12.3 16.510.2/10.3

12.3/12.5

12.2/12.5 13.1 14.1

13.17.2/7.3

14.16.3/6.4

15.1/15.414.4

※1 お客様からの評価の2025年度以降は「来店されたお客様による店舗推奨度スコアの平均値」　※2 平均月間残業時間
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外部環境と経営課題を踏まえ、ビジネスモデルを活かした優位性と中期事業計画の推進で目指す姿を実現します。

すかいらーくグループの価値創造プロセス

サービス・
品質向上

顧客満足
客単価の
向上

企業収益
賃上げ

人への
投資
従業員
満足

● 食の安全・安心
● 健康・栄養
● お客様志向
● DX
● 働き方改革
● 責任ある調達
● 食品ロスの削減
● プラスチック対策
● 脱炭素
● 水資源の保全
● 生物多様性

すかいらーくグループで
は、「食」を通じて持続的
な社会とグループの企業
価値の向上を目指して、
マテリアリティ（重要課題）
を特定しています。

● 財務資本
● 人的資本
● 製造（サービス）資本
● 知的資本
● 自然資本
● 社会関係資本

● リスクマネジメント
● 腐敗防止
● 公正な取引
● 透明性の高い
 ガバナンス

Governance
（ガバナンス）

Environment
（環境）

● 気候変動
● 環境問題
● 環境保全対応

Social
（社会）

● コストプッシュ環境
● 少子高齢化
● ライフスタイルの変化
● 価値観の多様化
● 健康志向の高まり
● 賃上げを伴う良い
 インフレ
● 都市部への人口集中
● メリハリ消費
● 人手不足

❶ 人的資本の充実
❷ DX推進

❸ ESG推進

P63-64

P22-34、P68-88 P37-52

P57-58

P11-12

P7-8

基 軸

● 既存店成長
● 新規出店（国内）

● 海外展開
● M&A推進

ステークホルダーの皆様へ

マテリアリティ

経営投入する各資本

外部環境と経営課題 好循環
すかいらーくグループのバリューチェーン

垂直統合サプライチェーン
調達から提供まで一貫して自社で担う垂直統合サプライ
チェーンのビジネスモデルを最大限に活用しています。

Input

OutcomeOutput

調 達 生 産 検 査 デリバリー物 流 調 理
接 客

成長戦略

パーパス 食の未来を創造し 豊かな生活と
社会の発展に貢献する+経営理念　 価値ある豊かさの創造　

持続可能な社会の実現目指す姿

●  サプライチェーンにおける良好な
 パートナーシップにより、社会課題
 解決と双方の持続的な成長を実現

● 全国展開の店舗ネットワークを活かして
 地域の活性化、雇用促進に貢献

● 従業員のモチベーション向上による
 サービス品質と収益の向上
   （≒賃上げ）

● 持続的な利益ある成長と株主還元
● 適時適切で透明性の高い情報開示

● 年間約3.5億人のお客様への食事の提供
● 一人ひとりの豊かな生活の実現

お客様・消費者の皆様へ

株主の皆様へ

お取引先の皆様へ

地域社会の皆様へ

従業員へ

中期
事業計画
の策定

企業収益と経済の好循環へ
人への投資を起点として、企業収益を生み出す
好循環を作り出すとともに、
経済の好循環にも貢献して
いきたい考えです。

コーポレート・ガバナンス  ＝  サステナブル経営の実践

ブランドポートフォリオ

ビジネスモデル

しゃぶしゃぶ / ハワイアン / カフェ・和ごはん / 
和食 / 寿司 / 焼肉 / ブッフェ / 総合洋食 / 
イタリアン / ステーキ

総合洋食 / 中華 / 和食 / そば / 
イタリアン / とんかつ・から揚げ / 
うどん / 焼き魚

カジュアルダイニングファミリーダイニング
20ブランド以上でジャンルも豊富です。

すかいらーくグループ統合報告書2025 すかいらーくグループ統合報告書202565 66
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サイバーセキュリティ対策の強化
すかいらーくグループは、年間約3.5億人のお客様にご利用いただくプラットフォームの安全性を確保するため、

サイバーセキュリティを経営上の重要課題と位置付けています。「ゼロトラスト」を前提とした最新の技術的防御と、
強固なガバナンス体制を両立し、持続可能でレジリエンスの高い事業基盤を構築しています。

経営リスクとしての位置付けと方針 
当社が推進する「店舗中心経営」や「DX推進」において、お客様の大

切なデータや店舗運営インフラを守ることは不可欠です。
近年、巧妙化・高度化するサイバー脅威に対し、当社は経営陣の強力

なコミットメントのもと、「攻撃は必ず起こり得る」という前提に立った
防御・検知・復旧の包括的なセキュリティ体制の強化を推進しています。

サイバーセキュリティ・ガバナンス体制 
情報セキュリティ統括責任者であるCIOの下、情報セキュリティ

委員会を設置し、サイバーセキュリティリスクの評価、対策投資、重
大インシデント対応、教育・訓練の実施状況を定期的に審議していま
す。重要事項については経営会議に付議するとともに、取締役会へ定
期的に報告し、経営レベルでの監督を受ける体制としています。

ゼロトラスト・アーキテクチャへの完全移行 
従来の境界型防御の限界を見据え、社内外のあらゆる通信に対して

常に安全性を検証する「ゼロトラスト・アーキテクチャ」への移行を完了
しました。これにより、テレワークやクラウドサービスの利用拡大など、
システム環境の柔軟な変化に対応しつつ、場所を問わず一貫した強固
なセキュリティレベルを維持しています。

未知の脅威に対する防御と迅速な復旧（レジリエンス） 

ランサムウェアなどの高度な未知の脅威に対抗するため、最新のAI
を活用した予測検知システムを導入し、水際での侵入防止策を極限ま
で高めています。同時に、万が一のシステム侵害時にもデータの改ざ
んや破壊を防ぐ「攻撃耐性を持った次世代バックアップ基盤」を構築。
有事の際にも事業を継続し、被害を最小限に抑えて迅速に復旧するレ
ジリエンス能力を確保しています。

セキュリティ・カルチャーの醸成と社員教育 
システムによる技術的対策に加え、人的要素（ヒューマンファイア

ウォール）の強化が重要です。全従業員・クルーを対象とした実践的
な「標的型フィッシングメール訓練」の定期的な実施や、社用端末での
公共フリーWi-Fi利用禁止ルールの徹底など、継続的な教育プログラ
ムを展開し、組織全体で高いセキュリティ意識を醸成しています。

サプライチェーンのセキュリティ 
クラウドサービス、決済関連サービス、システム開発・運用委託先

など、事業運営上重要な外部委託先については、契約時および定期的
なセキュリティ評価を実施し、情報管理、アクセス権限、インシデン
ト報告、事業継続対応に関する要求事項を確認しています。

1 4

2 5

3 6

緊急対応・外部連携を含めたガバナンス体制図

経
営
層

監
督
重
視

実
行
層

：

I
T
本
部

取締役会

情報セキュリティ統括責任者（取締役IT本部長）& 情報セキュリティ委員会

情報セキュリティ統括室 / セキュリティガバナンスチーム
（全社戦略・ルール策定・監査対応）

SOC
（24時間365日のネットワーク監視）

CSIRT
（有事の司令塔、影響調査、封じ込め、復旧指揮）

経営会議
（監督・報告）

監督官庁・警察・
JPCERT/CC等

外部専門
ベンダー

■ 平常時：SOCによる24時間監視と、情報セキュリティ統括責任者を通じた経営陣への定期的なリスク報告を実施。
■ 有事・インシデント発生時：CSIRTが即座に司令塔となり、被害の封じ込めと並行して、外部のフォレンジック専門家や警察機関とシームレスに連携。初動体
制を確立し事業影響を極小化。

すかいらーくグループの環境方針

法令の遵守
環境法令・条例などを遵守し、法改正などに迅速に
対応します。

環境への配慮
原材料の調達から生産、物流、店舗加工、廃棄
に至るサプライチェーン全体で、省エネルギー、
食品ロスの削減、廃棄物の削減、節水に努めます。

環境意識の向上
一人ひとりが環境保全に対する自覚を持つととも
に、環境教育を推進します。

環境マネジメント
環境目標を設定し、継続的な環境負荷の低減を
目指します。

環境情報の開示
環境情報を積極的に開示し、透明性のある環境保
全活動に努めます。

1
 
2
 

3
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環境・社会・ガバナンス

なぜ「すかいらーくの成長」に
期待できるのか？
 不透明な環境においても
 盤石である理由 

Q6

戦略的なESG推進と
マルチステークホルダーとの価値協創
環境（E）では、国内外食初の「SBT FLAG」認定取得や「TNFDレ
ポート」発行など先進的な情報開示を実行。太陽光発電の積極導
入によるCO2削減や資源循環を推進し、環境リスクとコストを
同時に低減しています。社会（S）では、顧客の声を日々経営層で
共有し顧客志向での経営を推進するほか、人への投資を起点とし
た経営の好循環を実現し、従業員のウェルビーイングを大切にして
います。お取引先様、株主・投資家の皆様との対話を通じて、信頼
関係（無形資産）を強固に築き、中長期的な企業価値向上を揺る
ぎないものにしています。

人・資源・経営の好循環

すかいらーくグループ統合報告書2025すかいらーくグループ統合報告書2025 6867
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すかいらーくグループ統合報告書2025 すかいらーくグループ統合報告書2025

主要なリスクが当社のビジネスにおよぼす財務上の影響（定量評価）は以下の通りです。また、リスクと機会への対応策については
年１回、内容を確認し、対応状況のアップデートを実施し、当社戦略のレジリエンスについて説明しています。なお定量評価が可能
なリスク・機会を対象として財務影響額を算定しています。シナリオ、想定電力価格、洪水・高潮発生倍率などについてはHPで説明
しています。

気候変動と
自然資本への対応と取り組み

すかいらーくグループのビジネスは、植物・動物・空気・水・土壌などの自然資本の恵みに
大きく依存しており、また、これらに負の影響を与える可能性があります。当社は、気候
変動・自然資本・生物多様性を含む地球環境問題を経営の最重要課題として捉え、TCFD
提言・TNFD提言に準拠した対応を統合的なアプローチで開示しています。

基 軸
ESG推進
（環境）

当社は、取締役会の監督のもと、「グループサステナビリティ委員会」（委員長：代表取締役社長COO）において、気候変動および自
然資本に関するリスク・機会を統合的に審議・決定し、脱炭素や生物多様性保全などの目標進捗をモニタリングしています。また、
役員報酬にはGHG削減目標などのESG指標を連動させ、実効性を担保しています。

グループリスク・コンプライアンス委員会が、グループ全体のリスクマネジメントを統括しています。また、気候変動や自然資本などの
中長期的なサステナビリティ関連リスクについては、グループサステナビリティ委員会が戦略、目標設定、取組みの推進を管理していま
す。両委員会において、「対処すべき事業リスク」の特定と、年1回の見直し、「エマージングリスク」を設定し、全社的なリスクマネジメン
トシステムに統合しています。 

当社の展開するレストランビジネスは原材料調達に大きく依存しており、現地住民の人権や地域社会との関係性が重要と認識しています。
●	 国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」やILO条約などの国際基準をベースに方針を策定しています。国連グローバル・コンパクト

にも賛同し、現地住民や先住民の権利（FPIC）確保を重視しています。
●	 財務・品質に加え、労働環境、環境配慮、倫理コンプライアンスなどのESG視点でサプライヤーを評価しています。
●	 サプライヤーも利用可能な内部通報窓口を設置し、人権侵害の防止体制を構築しています。

TNFDレポートWeb

TCFDページWeb TNFDレポートWeb▼監督体制

▼リスクと機会の特定

▼財務へのインパクト

▼ステークホルダーエンゲージメント

TCFD・TNFDへの対応

戦略

ガバナンス

リスク管理

すかいらーくグループは2022年、TCFD提言に賛同し、準拠した開示を開始しました。2023年にはTNFD提言のフレームワーク
に沿った開示に着手し、2025年には外食企業として初めて、「TNFDレポート」を発行しました。

シナリオ分析では､低炭素社会へ移行することに伴い影響が顕著になる「1.5℃シナリオ」と､気候変動に伴う物理面で
影響が顕著になる「4℃シナリオ」の2つのシナリオを用いて分析しています。

特定した優先地域における依存と影響の関係性をふまえ、事業活動に影響をおよぼすリスク・機会を定性的に評価・特定。
シナリオの策定にあたってはTNFDの推奨する複数のシナリオを検討し、分析しています。
シナリオ1（1.5℃）：自然破壊の進行が軽微で「カーボンニュートラル」「ネイチャーポジティブ」へ向かう社会
シナリオ3（4℃）：地球温暖化、自然資本の毀損が進行し、物理リスクの影響が高くなる社会

TCFD

TNFD

ENVIRONMENT

TCFD TNFD

TNFD

TCFD TNFD

TCFD TNFD

当社では、自然関連課題を含むマテリアリティについて、定量KPIを定めて開示する等、指標の開示拡充に取り組んでいます。また、
GHG排出量や排水、廃棄物等、TNFDで開示が推奨されるコアグローバル指標の一部を当社コーポレートサイトにて開示しています。今
後も、さらに指標の開示拡充に取り組むとともに、目標およびその進捗についても開示拡充を進めてまいります。

指標と目標 TCFD TNFD

ESGデータWeb

リスク/機会（抜粋） 対象 時期
影響度評価

シナリオ1
（1.5℃）

シナリオ3
（4℃）

物理リスク

異常気象や気象災害による調達コスト増加
気候

短・中期 中 大
電力価格上昇 長期 中 大

気温上昇による原材料価格高騰、電気使用量増加、従業員生産性低下 長期 中 大
自然災害が招く工場、物流の稼働停止による減収 自然 短・中期 中 大

環境悪化が引き起こす生育の悪化による原材料価格の高騰 短・中期 中 大

移行リスク

炭素税導入による原材料価格や物流費の高騰 気候 長期 大 中
環境課題への対応遅れによるブランドイメージ低下 気候　 自然 短・中期 大 中

排水や廃棄物の法規制強化による製造・物流コストの増加 自然 長期 大 中
課税やトレーサビリティの強化による原材料調達のコスト増加 短・中期 大 中

機会

消費者嗜好の変化に応じた商品・サービス開発による売上増加

気候 自然

短・中期 中 小
サステナビリティ推進によるブランドイメージ改善 短・中期 中 小
災害時の対応による社会的信頼、評判の向上 短・中期 中 小
ステークホルダーの意識の高まりによる株価上昇 長期 中 小

リスク／機会 財務インパクト 対応策

物理リスク

洪水による営業停止 シナリオ3（4℃） ▲ 25.4億円
BCP（事業継続計画）対応
拠点のレジリエンス強化、多角化
緊急事態対応など各種規程の整備

シナリオ1（1.5℃） ▲ 14.4億円

高潮による営業停止 シナリオ3（４℃） ▲ 4.2億円
シナリオ1（1.5℃） ▲ 4.1億円

渇水によるMDCの操業停止 シナリオ3（４℃） ▲ 11.7億円

移行リスク

炭素税の導入 シナリオ3（4℃） ー

省エネ・節電：エネルギー使用量の削減
再生可能エネルギーの使用

シナリオ1（1.5℃） ▲ 43.1億円

電力価格の変化 シナリオ3（４℃） 5.4億円
シナリオ1（1.5℃） ▲ 11.6億円

トレーサビリティ法規制の強化 シナリオ1（1.5℃） ▲ 0.5億円

機会 食品廃棄物の削減 シナリオ1（1.5℃） 29億円 食品廃棄物のリサイクル
お客様と協業した取り組み「こまめどりプロジェクト」
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https://corp.skylark.co.jp/Portals/0/images/sustainability/environment/TNFD/TNFD_report_251015.pdf
https://corp.skylark.co.jp/sustainability/environment/climate/
https://corp.skylark.co.jp/Portals/0/images/sustainability/environment/TNFD/TNFD_report_251015.pdf
https://corp.skylark.co.jp/sustainability/data_collection/


検証機関
一般社団法人 日本能率協会
サステナビリティセンター 
 （気候変動分野のCDP認定 検証
パートナー）

自然関連財務情報開示タスクフォース(以下TNFD)が推奨する「TNFD最終提言v1.0」に基づくTNFDレポートを国内外食企業で
初めて発行し、TNFDの公式サイトに事例集として掲載されました。同レポートでは、TNFDが推奨するアプローチに従い、当社の
自然資本との関係を分析しており、ここで得られた知見を基に、自然資本への適切な対応と情報開示を推します。レポートの内容は
HPにも記載しています。

全国に3,000店舗以上を展開する企業として、2018年より石
油由来のプラスチック製品の削減に先進的に取り組んでいます。
2021年にグループサステナビリティ委員会の下部組織である

「包材検討分科会」と「消耗品削減分科会」を発足。これまでに宅
配・持ち帰り用の使い捨て容器包材やレジ袋、ゴミ袋などにつ
いて、サイズや厚みを変更、適正化することや、使い捨てカトラ
リー、レジ袋を有料化することにより削減を図っています。

● 「緑の募金」へ寄付　
   累計寄付総額  7,226,670円

限りある資源を大切にする観点で、2023年
1月より、使い捨てのカトラリーを有料化し、
売上の一部を、緑の募金（公益社団法人国土緑
化推進機構）へ寄付しています。

温室効果ガス削減に向けて、太陽光発電の導入を推進しており、2025年は北陸・東北・中部エリア（図1の灰色のエリア）に加え、
関西・中国、関東エリア（図1の黄色、青色、緑色のエリア）に拡大しました。これにより温室効果ガスは年9,600トン削減する見込
みとなっています。1工場と468店舗への導入により累計で627施設となり、2025年目標の300施設を達成しました。2030年
目標に向け、さらに導入を進めていきます。

2024年4月より、しゃぶしゃぶ食べ放題「しゃぶ葉」の全店で実施している「こまめどりプロジェクト※」
を継続しており、2025年は「こまめどりチャレンジ月間」を設定してお客様の参加を促進しています。
※食べきれる量を少しずつ取り、残さず楽しんでいただくことで、お客様と共創し、食品ロス削減を目指す取り組み

2025年は東京都が推進する「江戸のこころで食品ロスゼロ！キャンペーン」にも参画しています。

2018年より加速するプラスチック対策の取り組み詳細はこちらWeb

食品ロスの削減の取り組みはこちらWeb

約束書の全文WebTNFDレポートWeb

▼太陽光発電導入

第三者保証取得

SBT認定

カーボンインセット

地球環境への配慮と同時にコスト削減の観点で、全従業員
一丸となった節水活動に取り組んでいます。また、水資源の量
や質の低下リスクのある水リスク地域に立地する当社拠点を
「WRI Aqueduct Water Risk Atlas」を用いて調査しまし
たが、2025年末時点で「非常に水リスクが高い」「水リスクが
高い」流域に立地している拠点はありませんでした。水ストレス
地域については、「水ストレスが高い」流域に立地している拠
点が日本国内に1施設、国外に1施設あり、適切な対応に努め
ています。高深度地下水の活用や屋外の設備冷却などでの雨
水の活用、製造現場の清掃における洗浄水の二次使用を行い、
実際の使用水量を減らしています。衛生管理と節水を両立さ
せるため、手洗い手順のルール化と手洗い場所の水量基準を

エコ・ファースト制度とは企業が環境保全に関する先進的
取り組みを報告し、大臣が認定する制度のことです。当社は脱
炭素に関する取り組みのほか食品ロス削減に関する取り組み
により、環境省から「エコ・ファースト企業」の認定を受けまし
た。認定取得にあたり、右記の環境活動に関する取り組みにつ
いて環境大臣に提出しました。

設定し、従業員教育による浸透を図っています。また節水コマ
や節水ノズル、節水型トイレの導入実験、洗浄機など、節水仕
様の機器を積極的に採用しています。

排水処理について

調理や食器・器具の洗浄などで多くの水を使用するた
め、排水についても重要視しています。排水処理の約9
割は、第三者への放流となりますが、自社での排水処理
についても、法令基準に従い三次処理、二次処理で対応
しています。また、排水水質と水温については、一年に
一回以上検査を行い、適切に管理をしています。

生物多様性　

※2 オフサイトPPA：敷地外の遠隔地に設置され
た設備から電力を購入すること

提供事業者

発電電力
の提供

提供事業者

発電設備設置・
保守運用

電力料金

発電設備設置・
保守運用

電力料金

電力
発電電力
の提供

すかいらーくすかいらーく

2025年度のGHG排出
量（Scope1、Scope2お
よびScope3のカテゴリ
1･2･3・FLAG）、エネル
ギー消費量、取水排水量、
人的資本関連数値の第三
者保証を取得しました。

農産物や畜産品などの原材料の生産過
程や土地利用で発生する温室効果ガスを
対象としたFLAG排出量を含めた短期目
標において、国内外食企業として初めて
SBT FLAG※の認定を取得しました。

サステナビリティ方針に則った取組みの一つとして、当社サプライ
ヤーである花巻マイブランド研究会と農事組合法人きずなの圃場にて
生産された国産米と環境価値をセットで調達しました。カーボンイン
セットは、自社サプライチェーン内で排出削減を図る手法であり、従来
のオフセットより直接的な環境貢献が可能です。本取組みを通じて地
域農業を支援すると
ともに、原材料の脱
炭素化を加速させ、
カーボンニュートラ
ル実現への歩みを進
めてまいります。

■ 図1：太陽光発電〈導入済みエリア〉 ■ 図3：オフサイトPPA※2■ 図2：オンサイトPPA※1

■ 図4：
　2025年度の検証報告書

（2023年1月～2026年3月末まで）

容器包装
紙製やタルク素材を導入

カトラリー
木製・竹製を導入

これまでの
プラスチック削減の取り組み

レジ袋
バイオマスプラスチックに

ストロー
ご要望のあるお客様に
紙製ストローをご提供

※1 オンサイトPPA：自社の敷地内に発電設備を
置き、その電力を購入すること

※Forest Land and Agricultureの略。森林、土地、農業セクターを指す。このセクターに起因する温室効果ガスを分
離して管理、削減することが求められている

(左）環境大臣 石原 宏高 氏 
(右）すかいらーくホールディングス
　　 金谷 実

〈約束書〉 概要
❶	CO2排出量2030年50.4％
削減、2050年実質ゼロに向
けて、再生可能エネルギーの
導入を推進

❷	2030年までに食品ロス、使い
捨て石油由来プラスチック使用
量を50%削減

❸	認証食材の導入を推進、TNFD
開示の対応

■ 図5：カーボンインセットの流れについて

Scope１・2・・・・・・・・・・・・・・・ 50.4％削減
Scope3・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 30.0％削減
Scope3FLAG※・ ・・・・・・・・・・ 36.4％削減

 認定を取得した削減目標
（目標2030年・基準2018年）

2025年10月30日から12月末まで
客席タブレット端末にて、食品ロス削減動画を配信

229店舗

1工場（オンサイト）43店舗

1工場
118店舗

新

追加

新

新

1工場・230店舗

1工場・156店舗

導入数累計

2030年目標
2,000施設
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脱炭素

エコ・ファーストの約束

水資源の保全

プラスチック対策

食品ロスの削減

カ ー ボ ン イ ン セ ッ ト の 流 れ
花巻

マイブランド
研究会

水稲栽培の中干し期間延長

環境負荷の低いお米の生産

持続可能な生産体系の実現

環境価値化・差別化で収入UP

中干し延長の取組み推進

環境価値の定量化

環境負荷の低い商品の販売

原材料と環境価値のセット調達

サプライチェーン構築

ライズみちのく販売株式会社

持続可能な調達体系の実現

サプライチェーン全体の温室効果ガス排出量削減
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すかいらーくグループは、事業を通じて社会的責任を果た
すべく、購買管理規程を設け、法令を遵守することはもとよ
り、安全で高品質な食材購買の推進、社会的課題への対応に
取り組んでいます。サプライヤーの選定においては、財務的
な信頼性、品質の安定性のみならず、サプライヤーの従業員
管理（労働安全衛生確保等）、人権配慮（児童労働、強制労働、
差別、結社の自由、団体交渉、長時間労働等）、環境への配慮
（エネルギー、気候変動、水資源、生物多様性、その他環境問
題、食品ロス、資源利用等）、その他の反社会的行為の状況に
ついて確認し、社会的責任を果たしているサプライヤーから

優先して選定しています。またサプライヤースタッフに対し
て、当社環境方針に関する情報提供や当社とのコミュニケー
ション、トレーニングなどへの理解と協力を求め、ともに企
業活動と社会・環境の共存共栄を目指します。現在調達先は
世界40か国におよびますが、各地の法律・習慣・現状で判断
するのではなく、該当する日本国法に照らして著しい乖離が
あるか否かで判断しています。問題のある場合は取引を開始
しない、という厳格なポリシーを実行することで責任ある調
達に努めています。

近年高まるお客様の健康志向に対応するため、野菜たっぷりメニューや糖質ひかえめメニューなど、栄養のバランスやカロ
リー、低脂肪などを意識したメニューの開発、商品ごとのポーションサイズの適宜見直しを行っています。また、お客様の年齢や
体質、その日の体調など様々なニーズに合わせてメニューを選択いただけるよう、豊富なメニューバリエーションをご用意する
他、サイドメニューや小さいサイズのおかずシリーズ、トッピング、ソース、ドレッシングを数種類取り揃え、お客様ご自身で組
み合わせ、ボリュームや味を選択いただけるようにしています。その際、塩分、カロリーの表示、原産地情報、最新のアレルギー
情報などの適切な情報提供に努めています。今後は、お客様ごとに栄養に関する適切なご提案ができるよう、デジタルメニュー
ブックでの情報提供の開発、および公開する栄養成分の拡大（タンパク質、脂質、炭水化物）にも取り組んでいきます。

■ ガストのメニュー例

　　サプライヤー選定について

新規サプライヤー選定時には、環境問題、社会的課題のリ
スクアセスメントを目的として、当社の「持続可能な調達管理	

細則」の定めに従って、取引開始時にすべてのサプライヤーを
対象に以下のデューデリジェンスを実施しています。

1

経営理念 サステナ
ビリティ方針

調達方針
CSR

ガイドライン
CSR同意書 CSRセルフ

チェック
CSRチェック
（現地監査）

評価
結果報告 是正依頼

3つのプロセス

2年（4年）/回以上

1 2 3
■ デューデリジェンスプロセス

教育 訓練

お客様

電話

経営陣

メール アンケート ご意見・ご指摘
改善された
商品・サービス

QSC向上委員会

社内各部門
商品・サービスの
改善・開発

店舗・従業員連携

連携

連携

情報回答書

お客様相談室

■ お客様満足度

8.6

14.1

2025年実績2024年実績

責任ある調達についてWeb

▼安全・安心への取り組みへ 詳しくは、　　　　　 をご覧ください。P13-14

お客様との関係

お取引先様との関係

あらゆる人々の食のニーズに対応するため、POSによる販
売実績データやアプリなどのビッグデータ、お客様アンケー
トなどを活用し、時間帯別、属性別、立地別、個店別、ご利用
シーン別のデータ分析に基づいて、メニュー開発やサービス
の改善に取り組んでいます。2022年以降、お客様相談室に
寄せられたお客様からのご意見、ご要望などを「お客様の声」
として毎日全経営層、全部門が閲覧できる仕組みを構築し、	

2025年の2月から実施しており、すかいらーくポイントの
提示 ⇒ 会計終了時に電子レシートを選択することで、アプリ
内に発行され、PDFで保存もできます。この取り組みはお客
様の利便性を向上する他、115.2ｔものCO2削減に貢献して
います。

業務運営の見直しや商品・サービスの迅速な改善に活かして
います。こうした取り組みの強化により、お客様満足度である
NPSスコアにて8.6（2024年実績） ⇒ 14.1（2025年実績）
と上昇しています。店舗のQSCを上げるために、社員だけで
なく、クルーも対象の感じよい勉強会を実施しています。毎月
開催しており、2025年は51,000人が参加しました。
※QSC：クオリティ、サービス、クレンリネスの頭文字をとった言葉

▼お客様志向
店舗のQSC※向上を強化

電子レシート

▼責任ある調達

▼健康・栄養

▼食の安全・安心

豊かな生活と
社会の発展に貢献

すかいらーくグループは、「食の未来を創造し 豊かな生活と社会の発展に貢献する」と
いうパーパスの実現に向けたサステナビリティ経営を実践しています。
企業経営において、お客様、お取引先、従業員、地域社会、株主・投資家、地球環境を
はじめとする様々なステークホルダーとの価値協創が重要となっていることを踏まえ、
マルチステークホルダーとの適切な協働に取り組んでまいります。

基 軸
ESG推進
（社会）

SOCIAL

ホームページ等で公開している情報以外にも、一人でも
多くのお客様に安心してお楽しみいただけるように、
個別のお問い合わせにもお応えしています。
使用食材や添加物、詳細な栄養成分、特定の原材料配合
量など、私たちが把握し得る限りの情報をお調べし、
お伝えしています。

ワンポイント情報

セルフレジからも！
テーブル決済でも！

すかいらーくアプリ  電子レシート
電子レシートで

エコ推進！

すかいらーく

ポイントを

提示するだけで
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　　  サプライヤーのモニタリング・監査について2
項目 2025年

サプライヤーの総数 720
1次サプライヤー数 277
重要な1次サプライヤー数※ 30
1次サプライヤーにおける重要サプライヤーの取引額の占める割合 63.1%
1次サプライヤー以外の重要なサプライヤー数 0
重要なサプライヤーの総数 30
評価対象となった重要なサプライヤーの割合 87%
評価した重要なサプライヤーの割合 7.2%
評価したサプライヤー数 415
評価したサプライヤーの割合 57.6%
マイナス影響があると評価したサプライヤー数 11
重大なマイナス影響を及ぼし取引を終了したサプライヤー数 0
改善計画/是正措置を支援したサプライヤー数 11
改善計画/是正措置を支援した主要なサプライヤーの割合 100%
持続可能な調達を推進するための支援を行っているサプライヤー数 2

※重要な1次サプライヤー数：ESGに影響を与える、またはビジネス上の関連性が
高い、リスクがあると特定されたサプライヤー数

株主・投資家をはじめとするステークホルダーへ公平かつ適
時適正に情報開示することを、IR活動の基本方針としていま
す。株主・投資家との対話のための活動を企画・実行するIR
チームを設置し、各四半期決算発表後にはアナリスト・機関投
資家向けのオンライン決算説明会を実施し、経営陣の言葉で株
式市場とのコミュニケーションを図っています。2025年は経
営陣・IR担当によるIRミーティングを延べ451名に実施しま
した。また、株主・投資家との対話から株式市場の意見を集
約し、定期的に取締役会で株主・投資家の声を経営にフィード
バックし、企業経営に反映できる仕組みを構築しています。

IR情報開示の方針として、透明性、公平性、継続性を基本と
し、適時開示を遵守しつつ適正かつ迅速な情報開示が責務だと
考えています。経営成績や財務情報などの法令に基づく開示に
加え、ガバナンスや社会・環境問題に関するESGやサステナビ
リティ推進に関する取り組みなどについても、ホームページや

● 大分市大規模火災支援 ガスト・資さんで炊き出し
2025年11月に発生した大分市大規模火災による被災地
支援のため、全国の約2,300店舗の店頭にて緊急支援募金を
行いました。被災された方々へガストのお弁当および資さん
うどんの商品の炊き出しを行い、12月2日から25日の間で
581食配布いたしました。

● すかいらーく×リトルリーグ野球教室を開催　～ 元メジャーリーガーが講師に　一般公募も含め約200名が参加 ～
すかいらーくグループは、2015年9月より、日本リトルリーグ野球協会のスポンサープログラムに協賛することで、子どもたち
の心と身体の成長をサポートしています。全日本リトルリーグ野球選手権大会を全国2,000店舗以上のグループ店舗の客席タブ
レットで配信し、健やかな成長を応援する気運を高めています。
また2026年1月は、初となるすかいらーく×リトルリーグ野球教室を開催。元メジャーリーガーを講師としてお招きし、約
200人の子供たちに野球の楽しさやチームプレーの精神を学んでいただきました。リトルリーガーにくわえ、30名の一般公募を
行いましたが、約1,000人の応募をいただき、反響の大きなイベントとなりました。

● 子どもの遊び場支援ボランティア5回目開催
店頭で皆様からお預かりした「子どもの遊び場支援募金」を
通じて、宮城県「丘の家子どもホーム」様へ遊具の寄贈を実施
しました。「NPO法人プレイグラウンド・オブ・ホープ」様と
ともに、社内公募で遊具設置のボランティアを実施しており、
2021年から今年で5回目の設置となります。

統合報告書などで、積極的に開示を行っています。

公平、適時、適正な情報開示を実現するため、社内規程であ
る「開示統制規程」および「情報開示細則」を定めています。

定時株主総会については、株主の皆様が議案を十分に検討でき
る期間を確保するため、招集通知の早期開示を行っています。ま
た、インターネット経由での事前質問の受付、議決権行使、総会の
ライブ視聴を可能とし、より便利なスマートフォンサイトも開設す
るなど、株主の皆様が参加できる環境の整備を進めています。

すかいらーくグループは、すべてのス
テークホルダーの皆様との相互理解が大切
であると考えており、様々なコミュニケー
ションの機会を通じて積極的な対話に努め
ています。皆様からいただくご意見・ご要望
に真摯に向き合い、ESGの視点に基づく経
営を通じて価値の創出を図っていきます。

1.情報取扱責任者を財務本部マネージングディレクター、
適時開示の主管部門を財務本部としています。

2.代表取締役社長COOが委員長を務め社内関係者から構
成されるディスクロージャー委員会を設置しています。

すかいらーくグループは、多様な人材が活躍できるよう、処
遇や人材登用において性別や国籍、人種や宗教、障がいの有無
によって違いを設けていることはありません。社内環境整備

方針や人材育成方針を定め、人的資本の充実を図ることによ
る企業価値の向上を目指しています。

▼人的資本経営へ 詳しくは、 　　　　　をご覧ください。P23-32

大分市大規模火災支援活動の様子Web

野球教室の様子Web

遊具設置活動の動画Web

外食業界初となる持続可能な調達の国際規格
「ISO20400」認証を取得

Web

地域社会との関係
▼情報開示の方針 ▼株主総会

▼情報開示の体制

▼社会的使命に基づく活動（ボランティア活動・募金）
● 全バイヤーに対して、年２回の合同研修会を開催、法令改
正・社会情勢の変化に即した知識の取得・更新、社内品質管
理部門の指導を通じて、教育を実施しています。

● 既存バイヤーの品質管理担当者が国内、海外のサプライヤー
を訪問する際の「同行研修」を通して実地での確認も実施し
ています。

● バイヤー着任時、所定のカリキュラムに基づき工場・衛生
センター研修を含む「基礎知識取得」を実施しています。

● 環境問題、社会問題に対する当社バイヤーへの研修は、年2
回以上実施しております。

■ 特定プロセス

主要な商品を
扱っている
サプライヤー

代替不可能な
サプライヤー

取引量が多い
サプライヤー

サステナビリティ
リスクが低い
サプライヤー

重要
サプライヤー

ステークホルダーエンゲージメント

従業員との関係

株主・投資家の皆様との関係

2023年10月に外食業界初となる、持続可能な調達
の国際規格ISO20400認証を取得しました。TOPICS

お取引先

地域社会

お客様

株主・投資家

地球環境 従業員

▼当社バイヤーへの教育・研修
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2014年 7月 独立社外取締役1名就任、社外監査役2名就任

2014年10月 東京証券取引所市場第一部に上場

2016年 1月 持株会社体制に移行

2016年 3月 独立社外取締役を1名増員して2名体制とし、
取締役の半数以上を社外取締役とする

2016年 4月

任意の報酬コミッティ、指名コミッティのメンバー（各3
名）のうち、各過半数である2名を独立社外取締役とする
独立役員連絡会を設置
内部通報窓口を社外に設置

2016年 5月 コーポレート・ガバナンスに関する基本方針を策定

2017年 3月 財務・会計の知見を有する社外監査役1名を増員

2019年 3月 独立社外取締役（女性）1名を増員し、取締役8名中3名、
監査役3名中2名を独立役員とする

2019年 5月 内部通報内容が独立社外取締役に直接報告される体制を構築

2019年10月 取締役会の実効性評価を開始

2020年12月 グループサステナビリティ委員会を設置し、
サステナビリティ推進体制を強化

2021年 3月
独立社外監査役（女性）1名を増員し、女性役員複数の役員
構成とするとともに、役員全体に
おける独立役員の割合も過半数（10名中6名）とする

2022年 3月 独立社外監査役（女性）1名を増員し、取締役会（取締役およ
び監査役）に占める女性比率30％（10名中３名）とする

2023年 3月
取締役会の監督機能を強化し、コーポレート・ガバナンス
のよりいっそうの充実を図るため、
監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に移行

2024年10月 監査等委員会室を設置

2026年 3月 指名コミッティの関与を経て、新たな代表取締役社長COO
の選任および社外役員の増員を含む新役員体制を決議

当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値の向
上に必要な、取締役会全体としての知識・経験・能力のバラ
ンス、多様性を考慮して構成するため、取締役13名中7名
を独立社外取締役としています。当社グループの経営およ
び業務執行の最高意思決定機関として、原則、毎月1回以上
開催しています。

全社的な経営方針や戦略の立案および執行を迅速かつ機
動的に遂行するため、代表取締役会長CEO、代表取締役社
長COOをはじめとする社内取締役および執行役員により構
成される経営会議を設置し、当社グループ全体に係る重要
な事項についての報告、検討、審議を行っています。原則、
毎週開催しています。さらに経営会議が決定したメンバー
により構成されるグループ委員会（人事・制度委員会、政
策・投資委員会）を開催し、当社グループ全体に係る重要事
項、人事制度、政策などについて、報告、検討、審議をして
います。
■ 2025年経営会議：49回開催

監査等委員会は、監査等委員である取締役5名（うち過半
数である4名が独立社外取締役）で構成され、原則として毎
月1回開催し、経営および業務執行に関する監督・牽制を
行っています。監査等委員会は、監査等委員会で決議された
監査方針および監査計画、監査基準に基づき、取締役会をは
じめとする重要な会議に出席するとともに、業務状況の調
査などにより、会社の状況を把握しつつ、経営活動が法令・
社内規程などに準拠して行われているかを監査する他、内
部監査室、会計監査人との定期的なディスカッションなど
を通じて連携を図り、効率的かつ効果的な監査体制を確保
しています。また、内部監査組織である内部監査室は、組織
上の独立性を保つため、代表取締役会長CEOおよび代表取
締役社長COOの直属の部門として、また監査等委員会も指
揮命令権を有する部門として位置付けられ、社内規程と年
間計画に基づき、本部、工場、店舗の業務監査を実施し、問
題点の指摘、改善のための提言、是正勧告などを行っていま
す。会計監査については、株主総会において選任された有限
責任監査法人トーマツによる監査を受けています。
■ 2025年実績 ➡ 監査等委員会：15回開催

取締役会がグループの持続的成長と企業価値向上のための
実効的かつ戦略的な議論の場であるべきとの認識のもと、取
締役会の機能をより一層高めることを目的に、毎年、取締役会
の実効性に関する分析と評価を行っています。2025年の分
析では、取締役会の規模および役員個々人のスキルなどが適
切であるとの評価を受けました。

随時開催。コンプライアンスに係る重要事項の審議および
基本方針を決定する。社外役員をアドバイザリーとして設置。

関係会社のコンプライアンス推進状況、違反行為の防止対
策、違反行為が発生した場合の調査・改善措置などについての
確認・報告を行う。

随時開催。サステナビリティに係る方針と施策の決定およ
びサステナビリティ推進活動の取締役会への報告などを行う。
社外役員をアドバイザリーとして設置。

指名コミッティは、取締役会に提出する当社取締役および
執行役員の選解任案に関する事項を審議する。メンバー構成
は、代表取締役会長CEOを議長とし、その他のメンバーは取
締役会決議により選任。現在、メンバーは3名であり、議長で
ある代表取締役会長CEOの他、過半数である2名の独立社外
取締役がメンバーとなっている。

報酬コミッティは、取締役会に提出する当社取締役なら
びに執行役員の報酬案および監査等委員会に提出する監査
等委員である取締役の報酬案を審議する。メンバー構成は、
代表取締役会長CEOを議長とし、その他のメンバーは取締
役会決議により選任。現在、メンバーは3名であり、議長で
ある代表取締役会長CEOの他、過半数である2名の独立社
外取締役がメンバーとなっている。

 　グループリスク・コンプライアンス委員会
 　（8回書面実施）

 　グループコンプライアンス会議 （3回開催）

 　グループサステナビリティ委員会
 　（1回開催、7回書面実施）

 　指名コミッティ（6回開催）

 　報酬コミッティ（5回開催、１回書面実施）

2025年の実施要項および評価結果Web

1.	株主の権利を尊重し、平等性を確保する。
2.	株主を含むステークホルダーの利益を考慮し、それらス

テークホルダーと適切に協働する。
3.	会社情報を適切に開示し、透明性を確保する。
4.	取締役会による業務執行の監督機能の実効性を確保する。
5.	中長期的な株主の利益と合致する投資方針を有する株主と

の間で建設的な対話を行う。

基本方針

▼取締役

▼その他委員会など

コーポレート・ガバナンス体制の概要

▼取締役会

▼経営会議

▼監査等委員会その他監査などの機能

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方
当社グループは、経営理念「価値ある豊かさの創造」、パーパ
ス（存在意義）「食の未来を創造し 豊かな生活と社会の発展に
貢献する」のもと、「ひとりでも多くのお客様に安くておいし
い料理を気持ちのよいサービスで快適な空間で味わっていた
だく」ために、テーブルレストランを中心に約3,100店舗を
展開、年間延べ約3.5億人のお客様にご利用いただいておりま
す。当社は、こうした「食」にかかわる事業を通じて社会に貢献
し、企業価値を継続的に向上させることを経営上の最重要課
題として考え、お客様だけでなく、株主の皆様や取引先、地域
社会、従業員等のステークホルダーからも信頼される企業グ
ループを目指しています。その実現のため、「すかいらーくグ
ループ企業行動憲章」を制定して全役職員で共有し、法律、国
際ルールおよびその精神を遵守するとともに、社会的良識を
もった行動に努めております。また、経営の健全性、効率性お
よび透明性を確保するための様々な取り組みを実施し、コー
ポレート・ガバナンスの充実を図っています。

コーポレート・
ガバナンスの充実

当社グループでは、「すかいらーくグループ企業行動憲章」を制定して全役職員で共有
し、法律、国際ルールおよびその精神を遵守するとともに、社会的良識をもった行動に
努めています。加えて、経営の健全性、効率性および透明性を確保するための基本方針
に則り、コーポレート・ガバナンスの充実に向けた様々な取り組みを実施しています。

基 軸
ESG推進

（ガバナンス）
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当社は、社外取締役で構成される独立役員連絡会を設置し
ており、現地視察や意見交換を通じて社外取締役間の連携強
化を図っている他、取締役会での議論に活かされるような業
務執行に関する生の情報を提供する場として様々な活動を
行っています。また、社外取締役とのコミュニケーション手段
強化のために、クラウド型のグループウェアを活用したアン
ケート、意見交換、日程調整などの仕組みを導入しています。

変化の激しい外食市場に対応するため、社内外を問わず、多
様な知識・経験・能力を持つ取締役候補者を指名しています。社
内取締役候補者については、ファミリーレストランの経営全般、
財務戦略、マーケティング戦略などにおける知見・実績のバラ
ンスを考慮した上で、外食事業を通して社会に貢献し、企業価
値を継続的に向上させるためにリーダーシップを発揮できる人
物を指名しています。社外取締役候補者については、外食産業
を含む多様な企業・団体における豊富な経験の持ち主を選任し
ています。監査等委員である取締役候補者については、企業経
営に関する知見や会計、財務、法律、リスク管理などの知識・経
験の有無を踏まえ、取締役の職務執行を適切に監査できる人物
を選任しています。当社は上記指名方針のもと、取締役会を構
成する上で必要なスキルを有する女性候補者がいる場合には、
積極的に役員に登用することを方針としています。具体的には、
取締役会に占める女性比率30％を目標としており、2026年
の取締役会に占める女性比率は約23％となっています。

当社グループでは、取締役がその役割・責務を
適切に果たすために必要なトレーニングおよび情報
提供を適宜実施しています。その一環として、取締
役を対象に、年1回以上、法律やコーポレート・ガ
バナンスなどに関する専門家による講義・研修を
行っており、これまで、インサイダー取引防止やブ
ランディング、リスク管理、危機管理およびESG
に関する勉強会などを実施しました。2025年は、
「役員の経営判断と内部統制システム整備の留意
点」をテーマとしました。

業務執行の監督機能強化のため、全取締役13
名の過半数となる７名を高度な経営の知識と経
験をもった社外取締役に選任し、東京証券取引所
に独立役員として届け出ています。このうち２名
は、取締役会の諮問委員会である指名コミッティ
および報酬コミッティのメンバーとなっており、
公正な審議を行う体制を構築しています。

取締役の報酬などについては、企業業績と企業価値の持続
的な向上と、株主との価値共有に資する体系であることを

方針としています。当社の取締役（社外取締役および監査等委
員である取締役を除く）の報酬は、基本報酬、業績連動報酬お
よび株式報酬により構成されています。業績連動報酬は事業
年度ごとの連結業績に基づく決算賞与、株式報酬は一定時点
における株価要件の達成等を解除条件とする譲渡制限付株式
報酬で構成されています。当社は、2022年より、株価の要件
に加えて、ESG要素を重視した報酬体系を導入しており、気
候変動に関する実績を重要視しているCDP気候変動など、国
際的なESG評価機関による評価を、また、2024年からは上
記要件に加えて「従業員エンゲージメント目標値」、「お客様
満足度目標値」、「CO2排出量の削減目標値」の達成を、また、
2026年より上記要件に加えて「女性管理職比率目標値」の達
成をESG指標として追加し、当社のサステナビリティ経営の
推進と役員報酬が連動する仕組みを導入しています。
また、当社は、業務執行取締役および執行役員と株主との
価値共有と中長期的な企業価値向上を目的として、株式保有
ガイドラインを設定しています。同ガイドラインにおいて、
役員ごとに基本報酬に対する一定割合の当社株式を就任から
５年以内に保有し、一定割合到達後も在任期間中の保有に努
めることを定めています。社外取締役および監査等委員であ
る取締役の報酬は、独立性確保の観点から業績との連動は行
わず、基本報酬のみを支給することとしています。
取締役の報酬などについては、取締役会の諮問機関である報
酬コミッティの提案を踏まえて取締役会が決定しています。

業績連動報酬には、会計上の重大な誤り、不正・違反行為など
が発生した場合、報酬コミッティの審議を経て、取締役会の決
議により、報酬の一部または全部の減少または返還を求める
ことができるマルス・クローバック条項を設けています。

■ 取締役の選任理由とスキルマトリックス（2026年4月1日現在）

■ 2025年の独立役員連絡会の主な活動状況
開催時期 内　容

2025年 ７月
グループ会社の店舗、
MDC（マーチャンダイジングセンター）視察、
意見交換

2025年12月 グループ会社のケータリング拠点視察、意見交換

2025年12月 経営トップを交えた情報交換会

有価証券報告書Web

コーポレート・ガバナンス強化への主な取組みWeb

経営陣幹部選任と取締役候補者指名の方針Web

社外取締役のサポート体制Web

取締役に対するトレーニング方針Web

スキル名称と定義Web

氏名 ● 谷 真 ● 佐藤 拓男 ● 北 義昭 ● 平野 曉 ● 中島 尚志 ● 井村 公彦 ● 佐野 綾子 ● 添田 秀樹 ● 鈴木 誠 ● 青柳 立野 ● 奥原 玲子 ● 岡田 貴子 ● 平野 巌

役職 代表取締役会長
CEO

代表取締役社長
COO

常務取締役
CFO

取締役
CMO・CIO 取締役 社外取締役

独立役員
社外取締役
独立役員

社外取締役
独立役員

取締役
常勤監査等委員

社外取締役
監査等委員 独立役員 

社外取締役
監査等委員 独立役員 

社外取締役
監査等委員 独立役員 

社外取締役
監査等委員 独立役員

選任理由

営業本部長、ニラッ
クス（株）代表取締
役社長などを経
て、2008年から
当社の代表取締
役社長を務めるな
ど、当社グループ
における豊富な業
務 経 験と、外食
マーケットにおける
消費者マーケティ
ングにも精通して
いることから、取
締役として選任し
ています。

店長や営業本部長
等を歴任し、ファミ
リーレストラン事
業における豊富な
実務知見と、労働
組合専従経験に
基づく多角的な組
織運営能力を有し
ています。また、台
湾事業の董事長
として国際的な経
営実績を積んでお
り、COOとして業
務全般を管理・執
行することに期待
し、取締役として
選任しています。

豊富な金融ビジ
ネス経 験および
コンサルタント・
財務アドバイザー
として多 数 の 大
型M&A、企業再
生、ファイナンス、
金融機関案件に
係る企業経営に
関する知 見と実
績を根 拠に、取
締役として選任し
ています。

消費者の視点を捉
えたアプローチに
関する経験と知見
や、過去の職歴に
おいて公認会計士
やコンサルティン
グ業務などに携
わった豊富な経験
を根拠に、取締役
として選任してい
ます。

（株）すかいらーく
レストランツ代表
取締役として同社
の約2,600店舗
を統括するマネジ
メントの経験およ
び当社事業に関す
る知見を有してい
ることを根拠に、
取締役として選任
しています。

他業種企業におけ
る代表取締役とし
ての経験と高い
見識から、ステー
クホルダーの利益
に資するための助
言・監督を行って
いただけるものと
判断し、社外取締
役として選任して
います。

証券会社におけ
る 実 務 経 験 や 、
弁護士としての幅
広い知見、税務
に関する経 験に
より、客観的かつ
長期的観点から
の 助 言・監 督 を
行っていただける
ものと判断し、社
外取締役として選
任しています。

大手情報関連企
業において、多部
門のマネジメント
経験を経て、代表
取締役としてリー
ダーシップを持っ
て事業拡大を先導
してきた経営者と
しての高い見識を
当社の経営に反映
し、客観的かつ長
期的な視点から助
言・監督を行って
いただけるものと
判断し、社外取締
役として選任して
います。

店舗での営業経
験を積んだ後、事
業部長、社長室
長、内部監査室長
など、当社におけ
る豊富な業務経
験から、当社経営
について適切な
監査を行っていた
だけるものと判断
し、監査等委員で
ある取締役として
選任しています。

公認会計士・税理
士としての豊富な
経験と、財務・会
計に関する相当程
度の知見を活か
し、当社の経営全
般に対して独立か
つ中立的な立場で
監督、助言などを
いただくことを期
待し、監査等委員
である社外取締役
として選任してい
ます。

大蔵省（現財務省）
における職務経験
と、弁護士として
の幅広い見識を
活かし、コーポレー
ト・ガバナンス向
上に貢献できる適
切な人材であると
判断し、監査等委
員である社外取締
役として選任して
います。

公認会計士・税理
士として、上場企
業などへの税務を
中心としたアドバ
イザリー業務の豊
富な経験を有して
いることから、独
立かつ中立的な立
場での監督、助言
を期待して、監査
等委員である社外
取締役として選任
しています。

公認会計士として
の高い専門知識
に加え、長年の監
査法人での実務
経験や要職の歴
任による豊富な経
験と知見を有して
います。
会計および監査
に関する深い造詣
と、客観的かつ専
門的な視点からの
助言・監督を期待
して、監査等委員
である社外取締役
として選任してい
ます。

意
思
決
定
ス
キ
ル

企業経営 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
財務・会計 〇 〇 〇 〇 〇 〇
国際ビジネス 〇 〇 〇
マーケティング 〇 〇 〇
消費者 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
IT・DX 〇 〇 〇 〇 〇

監
督
ス
キ
ル

当社事業マネジメント 〇 〇 〇 〇 〇
経済・社会 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
法務 〇 〇
リスクマネジメント 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
サステナビリティ・ESG 〇 〇 〇 〇

独立役員連絡会

取締役に対する
トレーニング方針

役員報酬

社外取締役の状況

▼経営陣幹部選任と取締役候補者指名の方針

当社は、持続的成長に向けた実効性のあるガバナンス体制を構築するため、幅広い事業経験や多岐にわたる高度な専門性、知識を有する取締役・監査役を選任しています。
各取締役・監査役のスキルおよび活動状況などの情報は下記の通りです。

当社では、上場株式の政策目的での保有実績がなく、現
時点では保有する計画もありません。今後、上場株式を政策
目的で保有することを検討する際には、事前に上場株式の
政策保有の縮減に関する方針を策定し、適切な検討を行っ
た上で実行します。また、その場合、当該方針および個別の
保有の適否の検証結果ならびに政策保有の上場株式に係る
議決権の行使基準につきましては適切に開示します。

政策保有株式に関する方針
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1977年	 4月	（株）すかいらーく 入社
1987年	12月	 ニラックス（株） 取締役営業

本部長
2000年	 1月	 同社 代表取締役社長
2007年	 1月 	同社 代表取締役社長（株）す

かいらーく 執行役員 HD事
業戦略第一グループ管掌

　  同年	10月	（株）すかいらーく 常務執行
役員第二営業本部長

2008年	 8月	 同社 代表取締役社長
　  同年	 9月	 同社 代表取締役社長 兼 経

営企画本部本部長
2011年	 2月	 同社 代表取締役社長 兼 商

品本部本部長
2012年	 6月	 同社 代表取締役社長
2014年	 7月	 当社 代表取締役社長
2018年	 3月	 当社 代表取締役会長 兼 社長
2023年	 3月	 当社 代表取締役会長（現任）

1995年	 4月	（株）バーミヤン 入社
2016年	12月	（株）すかいらーくレストランツ 

取締役 ファミリーレストラ
ン本部 バーミヤンフィール
ドオペレーション統括グルー
プディレクター

2018年	 1月	 同 社 執 行 役 員 バ ー ミ ヤ ン
フィールドオペレーション統
括グループディレクター

　  同年	 4月	 同社 執行役員 バーミヤン事
業本部 事業本部長

　  同年	12月	 同社 執行役員 バーミヤン営
業本部 営業本部長

2022年	 5月	 同 社 執 行 役 員 営 業 政 策・
QSC改善グループディレク
ター

　  同年	 9月	 当社 執行役員 兼  （株）すかい
らーくレストランツ 代表取締
役社長

2025年	 3月	 当社 取締役 兼 （株）すかいらー
くレストランツ 代表取締役社
長（現任）

1994年	 4月	 中央監査法人 入社
1997年	 7月	 アンダーセンコンサルティング（株） 

（現アクセンチュア（株）） 入社
2005年	 1月	 SAS Institute Japan（株）

BPM事業本部 マネジャー
2009年	 9月	 クインタイルズ・トランスナショ

ナル・ジャパン（株）（現IQVIA
サービシーズ ジャパン合同会
社） グローバルソーシングマ
ネジャー

2015年	 4月	 当社 財務本部ディレクター
2016年	 5月	 当社 財務本部業務変革グ

ループディレクター
2019年	 1月	 当社 執行役員 IT本部デピュティ

マネージングディレクター
2021年	12月	 雲雀國際股份有限公司 董事
2022年	 9月	 当社 執行役員 マーケティング

本部マネージングディレクター
　  同年	 9月	 （株）すかいらーくレストランツ 

取締役（現任）
　  同年	 9月	 ニラックス（株） 取締役
2024年	 3月	 雲雀國際股份有限公司 董事

（現任）
　  同年	12月	 （株）資さん 取締役（現任）
2025年	 3月	 当社 取締役 マーケティング本部

マネージングディレクター
2026年	 1月	 当社 取締役 IT本部マネージン

グディレクター（現任）

1993年	 4月	（株）すかいらーく 入社
2005年	 4月	 すかいらーく労働組合専従
2017年	10月	（株）すかいらーくレストラ

ンツ 営業政策グループ リー
ダー

2018年	 6月	 同 社 ガ ス ト 神 奈 川・静 岡
フィールドオペレーション
チーム リーダー

2019年	 6月	 同社 ガスト京浜営業部 営業
部長

2020年	12月	 同社 ガスト中日本営業本部 
営業本部長

2022年	 5月	 雲雀國際股份有限公司 董事長
2026年	 2月	 雲雀國際股份有限公司 董事

（現任）
　  同年	 3月	 当社 代表取締役社長（現任）　

1986年	 4月	（株 ）三 和 銀 行（現（株 ）三 菱
UFJ銀行） 入行

2001年	 4月	（株）UFJホールディングス 
経営企画部 調査役

2003年	 7月	 UBS証券（株）投資銀行本部 
マネージングディレクター

2007年	 6月	（株）社楽パートナーズ 代表
取締役（現任）

2020年	 6月	 トレイダーズホールディング
ス（株） 社外取締役

2022年	 4月	 日商エレクトロニクス（株）（現
双日テックイノベーション

（株） 取締役 専務執行役員
2025年	 4月	 当社 常務取締役  CFO 財務

本部マネージングディレクター
（現任）

2026年	 2月	 雲雀國際股份有限公司 董事
（現任）

2001年	 4月	 ゴールドマン・サックス証券
会社（現ゴールドマン・サッ
クス証券（株）） 経済調査部

2009年	 1月	 東京西法律事務所（現弁護士
法人TNLAW） 入所

2018年	10月	 東京地方裁判所 民事調停官
　  同年	12月	 あや総合法律事務所 代表（現任）
2019年	 3月	 当社 社外取締役（現任）
2021年	 3月	（株）メタップス（現（株）メタッ

プスホールディングス） 社外
取締役（監査等委員）

2024年	 3月	（株）ソディック 社外取締役
（現任）

　  同年	 5月	（株）クラス 社外監査役（現任）
　  同年	 6月	 独立行政法人経済産業研究所 

監事（現任）
　  同年	 7月	（株）アインホールディングス 

社外監査役（現任）

1981年	 4月	 住友商事（株） 入社
2005年	 4月	 米国住友商事会社 SCOAリ

スクマネジメントグループ長 
兼 米州総支配人付同社執行
役員コーポレートリスク管理
部長

2012年	 4月	 住友商事（株） 執行役員コー
ポレートリスク管理部長

2014年	12月	 加藤産業（株） 社外監査役
2015年	 4月	 住友商事（株） 常務執行役員

メディア・生活関連事業部門長
　  同年	 6月	 同社 代表取締役 常務執行役員
2017年	 4月	 同社 代表取締役 専務執行役員
		 （株）ジュピターテレコム（現

JCOM（株））取締役社長
　  同年	 7月	 同社 代表取締役社長
2020年	 7月	 同社 代表取締役会長
2022年	 6月	（株）ディー・エヌ・エー 社外監

査役（現任）
2023年	 6月	（株）テレビ東京ホールディング

ス 社外監査役（現任）
2024年	 3月	 当社 社外取締役（現任）

1979年	 4月	（株）すかいらーく 入社
1994年	 5月	 同社 北関東第二事業部長
1999年	 1月	 同社 社長室長
2009年	 4月	 同社 社長室長 兼 内部監査室長
2010年	 7月	 同社 社長室長
2011年	 3月	 同社 常勤監査役（株）フロジャ

ポン 監査役（現任）二ラックス
（株）監査役（現任）（株）トマトア
ンドアソシエイツ 監査役（現任）

2012年	 6月	 同社 常勤監査役
2014年	 7月	 当社 常勤監査役
　  同年	11月	 雲雀國際股份有限公司 監察人

（現任）
2015年	12月	 すかいらーく分割準備（株）

（2016年1月1日に（株）すかい
らーくレストランツに商号変
更） 監査役（現任）

2023年	 3月	 当社 取締役常勤監査等委員
（現任）

2024年	10月	（株）資さん 監査役（現任）

1984 年	4月	 トッパン・ムーア（株）
		 （現TOPPANエッジ（株））入社
2008年	 4月	 同社 営業統括本部第八営業

本部長
2014年	 4月	 同社 執行役員
2017年	 6月	 同社 取締役
2019年	 6月	 同社 常務取締役
2022年	 4月	 同社 代表取締役社長
2023年	 6月	 凸版印刷（株） 取締役
　  同年	10月	 TOPPANホールディングス

（株） 取締役、TOPPAN（株） 
取 締 役 TOPPAN デ ジ タ ル

（株） 取締役
2025年	 4月	 TOPPANエッジ（株） 取締役 

相談役
　  同年	 6月	 同社 相談役（現任）
2026年	 3月	 当社 社外取締役（現任）

1987年	 4月 	新日本証券（株）（現みずほ証
券（株）） 入社

1989年	10月	 監査法人朝日親和会計社（現
有限責任 あずさ監査法人） 
入社

2001年	 6月	 同法人 社員（アソシエート
パートナー）

2007年	 6月	 同法人 代表社員（パートナー）
2013年	 7月	 同法人 理事、東京事務所第

６事業部長
2015年	11月	 同法人 常務理事（2017年６

月任期満了）
2024年	 6月	 同法人 退任
　  同年	 7月	 平野公認会計士事務所 所長

（現任）
2025年	 5月	（株）ネクサスホールディング

ス 顧問（現任）
　  同年	12月	（株）カナミックネットワーク 

社外監査役（現任）
2026年	 3月	 当社 社外取締役（監査等委

員）（現任）

1993年	10月	 監査法人トーマツ（現有限責
任監査法人トーマツ） 入社

2007年	 2月	（株）マスターズ・トラスト会
計社（現マスターズトラスト

（株））入社
　  同年	 7月	  ハートワース・パートナーズ

（株）代表取締役（現任）
　  同年	 8月	（株）シェア・ジェネレート 取締

役
2010年	 2月	（株）アムリード 社外監査役
　  同年	 5月	  BTホールディングス（株）（現（株）

プリマジェスト）社外監査役
　  同年	 6月	（株）ミクシィ（現（株）MIXI） 

社外監査役
2012年	 6月	 同社 社外取締役
2017年	 3月	 当社 社外監査役
2021年	 7月	 三和精鋼（株） 社外取締役（現

任）
2023年	 3月	 当社 社外取締役監査等委員（現任）

1985年	 4月	 大蔵省（現財務省） 入省
2000年	 4月	 光和総合法律事務所 入所
2004年	 4月	 同事務所 パートナー弁護士

（現任）
2012年	 4月	 東京簡易裁判所 民事調停委

員（現任）
2018年	 4月	 第一東京弁護士会 副会長
		  日本弁護士連合会 常務理事
2019年	 4月	 国土交通省 関東地方整備局

入札監視委員会 委員
2021年	 6月	 公益財団法人日弁連法務研究

財団 理事
2022年	 3月	 当社 社外監査役
2023年	 3月	（株）アクシス 社外取締役（現任）
　  同年	 3月	 当社 社外取締役（監査等委員）

（現任）

1992年	10月	 監査法人トーマツ（現有限責
任監査法人トーマツ） 入社

2004年	 9月	 税理士法人トーマツ（現デロイ
トトーマツ税理士法人） 転籍

2012年	10月	 同社パートナー
2019年	 1月	 岡田貴子公認会計士・税理士

事務所 代表（現任）
　  同年	 6月	 イチカワ（株） 社外監査役（現任）
2020年	 3月	 ケネディクス（株）社外監査役
　  同年	 3月	 ケネディクス不動産投資顧問

（株） 社外監査役
2021年	 6月	 日本管財（株）社外取締役（監

査等委員）
2023年	 1月	 RUN.EDGE（株）社外監査

役（現任）
　  同年	 4月	 日本管財ホールディングス（株）

社外取締役（監査等委員）（現任）
2025年	 3月	 当社 社外取締役（監査等委

員）（現任）

代表取締役会長 CEO　
1951年12月25日生（74歳）
所有株式数：50千株
取締役会出席回数：13/13回（100%）

執行役員 CRO
店舗開発本部マネージングディレクター

執行役員 CHO・CSuO
人事総務本部マネージングディレクター

執行役員 CLO・CPO
商品本部マネージングディレクター

取締役
1971年9月17日生（54歳）
所有株式数：1.2千株
取締役会出席回数：10/10回（100%）

取締役 CMO・CIO
1970年5月11日生（55歳）
所有株式数：2千株
取締役会出席回数：10/10回（100%）

執行役員
財務本部デピュティマネージングディ
レクター

執行役員 
財務本部デピュティマネージングディ
レクター

執行役員 CPO
購買本部マネージングディレクター

代表取締役社長 COO
1971年３月10日生（55歳）
所有株式数：7千株
取締役会出席回数：ー

常務取締役 CFO
1962年8月19日生（63歳）
所有株式数：２千株
取締役会出席回数：9/9回（100%）

社外取締役 ／ 独立役員
1977年12月9日生（48歳）
所有株式数：0株
取締役会出席回数：13/13回（100%）

社外取締役 ／ 独立役員
1958年2月14日生（68歳）
所有株式数：0株
取締役会出席回数：13/13回（100%）

取締役 ／ 常勤監査等委員　
1957年2月11日生（69歳）
所有株式数：2千株
取締役会出席回数：13/13回（100%）
監査等委員会出席回数：15/15回（100%）

社外取締役 ／ 独立役員
1960年11月22日生（65歳）
所有株式数：0株
取締役会出席回数：ー

社外取締役 ／ 監査等委員
1962年12月23日生（63歳）
所有株式数：0株
取締役会出席回数：―
監査等委員会出席回数：―

社外取締役 ／ 監査等委員 　
1971年8月8日生（54歳）
所有株式数：0株
取締役会出席回数：13/13回（100%）
監査等委員会出席回数：15/15回（100%）

社外取締役 ／ 監査等委員 
1962年5月17日生（63歳）
所有株式数：0株
取締役会出席回数：13/13回（100%）
監査等委員会出席回数：15/15回（100%）

社外取締役 ／ 監査等委員 
1965年9月11日生（60歳）
所有株式数：0株
取締役会出席回数：10/10回（100%）
監査等委員会出席回数：11/11回（100%）

谷 真（たに まこと）

梅木 郁男 （うめき いくお） 武井 一朗 （たけい いちろう）加藤 志門 （かとう しもん）

中島 尚志 （なかしま ひさし）平野 曉 （ひらの あきら）

相澤 拓也 （あいざわ たくや） 町田 茂 （まちだ しげる）奥井 浩司 （おくい こうじ）

佐藤 拓男（さとう たくお） 北 義昭 （きた よしあき） 佐野 綾子（さの あやこ）井村 公彦（いむら ひろひこ）

鈴木 誠（すずき まこと）

添田 秀樹（そえだ ひでき）

平野 巌（ひらの いわお）青柳 立野（あおやぎ たつや） 奥原 玲子（おくはら れいこ） 岡田 貴子（おかだ たかこ）

取締役 /監査等委員である取締役
役員紹介 （2026年4月1日現在）

執行役員

新任新任

新任
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Q1：ANSWER
グループ中核会社の取締役経験のない佐藤社長の抜擢が市場に驚きを与え、一部で「院政」を懸念する声があること
は認識しています。しかし、指名コミッティでの佐藤社長のインタビューや谷会長からのヒアリングを通じ、佐藤社長に
は次の10年、２０年の持続的成長への期待に応えられる強い気概があることを実感しました。のみならず、言語や商
習慣の異なる台湾子会社の社長としてコロナ禍を乗り切り、新規ブランド展開と店舗拡大を遂げました。これはすでに
体制が整った国内組織を率いる以上に難度が高いことです。当社のトップにふさわしい資質と確たる実績を持ってい
ると評価します。佐藤社長には、50代半ばという若さを活かし、新業態開発やM&Aを推進するとともに、次世代の
育成を期待します。社外取締役として、懸念されるような「院政」にならないよう、独立した視点から注視してまいります。

Q2：ANSWER
現在の体制はリレーのテイクオーバーゾーン（バトンパスの並走区間）、つまり、スムーズな経営継承のための特別な
期間であると認識しています。会長には、佐藤社長の挑戦を支えていってほしいです。会長が業務執行の細部に入り
すぎていないかという観点でも、注視したいと思います。

Q3：ANSWER
トップがほぼ一世代若返ることで、10年、20年先を見据えた中長期の価値創造に挑みやすい環境が整いました。現在
の取締役会は、財務やIT等の専門性を有する他業種出身の取締役と、店舗実務を熟知する生え抜きの取締役がバラン
スよく融合しています。 店舗スタッフからキャリアを切り拓いた佐藤社長の存在は、全従業員の希望です。店舗のリアル
な声を吸い上げ、皆様に愛され続けるすかいらーくの未来を創ってほしいと考えます。

佐野 綾子
社外取締役

弁護士、証券会社におけ
る実務経験も有する。
2019年から現職。

Q1：ANSWER
今回の社長交代は指名コミッティにおいて長期にわたり、候補者の絞り込み、第三者機関による客観的な面談情報
のレビュー、個別面談などを実施した上で、取締役会へ上程されました。執行幹部の意向のみならず、社外取締役中
心の指名コミッティが多様な角度から議論を尽くした結果であり、プロセスは極めてフェアかつバランスが取れたも
のと考えています。お客様の世代交代や価値観の多様化が進む今、当社の強みを踏襲しつつ新たな機軸を打ち出す
上で、今回のチームアップ（谷会長・佐藤社長）は最適な布陣です。

Q2：ANSWER
「店舗中心経営へのシフト」「M&Aによるブランドポートフォリオの拡充」「海外展開による収益拡大」という経営戦略
の根底には、現場力と多様性への対応が不可欠です。佐藤新社長の国内の店舗経営の豊富な経験に加え、台湾子会社
のトップとして「多様性」をマネジメントし業績を右肩上がりに導いた「現場力」を高く評価しています。
新体制は、戦略を現場へ迅速に落とし込むための機動的な布陣であり、会長・社長のポジティブな化学反応を期待し
ています。社外取締役としては、取締役会での議論・モニタリングに加え、店舗やMDセンターへの積極的な現場訪問
を通じ、このようなテーマが浸透しているか定点観測を継続してまいります。

Q3：ANSWER
あらゆるお客様に「美味しい料理と幸せな時間」という普遍的価値を提供し続けることこそが、当社の究極の
目標。この目標を達成するために、環境変化に応じた最適な組織づくりと人材育成・配置を模索し続けますが、この不断
の努力こそが、短期的な業績の波に一喜一憂しない、中長期的な企業価値向上へ結びつくと確信しています。

井村 公彦
社外取締役
（筆頭独立社外取締役）

大手総合商社やケーブル
テレビ・インターネット
サービス事業会社におい
て代表取締役を務め、経
営者としての経験と知見
を持つ。
2024年から現職。

　すかいらーくグループは、持続的な企業価値向上に向け、
コーポレート・ガバナンス体制の高度化と取締役会の実効
性検証を経営の最重要課題と位置づけています。
金谷前社長の任期満了に伴う佐藤新社長の就任（トップ
マネジメントの交代）にあたり、独立社外取締役の皆様に
その選任プロセスの透明性・公平性、および人材を経営の
「基軸」に据えた新体制の実効性について、外部目線から
厳格に評価・提言していただきました。

未来のバトンを、確かな仕組みでつなぐ。
新体制への移行は、ガバナンス進化の証。

社外取締役の方々には、
下記の《3項目》についてお伺いしています。

経営トップの交代プロセスと、
現在のトップ構成の妥当性は？

「伴走型体制」の実効性と
監督のあり方は？

新体制における「人材育成の加速」と
企業価値向上の連動は？

Q 1

Q 2

Q 3

2025年
12月期に
おける課題

❶ 成長戦略議論の充実

❷ 取締役会運営の効率化

❸ 後継者計画
    （サクセッションプラン）の具体化

中長期的な戦略議論の機会と質を高め、
企業価値向上への貢献度を拡大

運営方法を不断に改善し、
議事のさらなる高度化を推進

将来の執行体制を見据えた
人材発掘・開発計画の策定

P
Plan

佐野 綾子

奥原 玲子

青柳 立野
岡田 貴子

井村 公彦

社外取締役による

評価と提言外部
目線
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奥原 玲子
社外取締役（監査等委員）

大蔵省（現財務省）および
弁護士としての経験と知見
を持ち、他社社外取締役
も兼任。
2022年当社監査役。
2023年から現職。

Q1：ANSWER
独立社外取締役が過半数を占める指名コミッティでの厳正な審議を経て決議されており、手続きの客観性と透明性は
十分に確保されています。
コスト高の荒波が続く外食産業において、さらなる成長には国内でのブランド展開のほか、海外進出を見据えていく必
要があります。当社の核心を知り尽くした谷会長がCEOとして任務を継続し、新たに50代の佐藤社長がマネジメント
を継承していくことが期待されます。佐藤社長は国内の豊富な現場経験、労働組合専従による従業員との高い一体
感、そして台湾子会社での国際的な経営実績を併せ持っており、今後の成長を牽引する適任者であると評価しています。

Q2：ANSWER
常に先を見据える会長のノウハウを佐藤社長が確実に取り込み、新しい視点での経営を融合させることで、グループ
の機動力は大幅に高まります。社外取締役としては、取締役会や監査等委員会を通じて役員間のコミュニケーション
を活性化させ、健全な牽制体制を維持します。また、グループリスク・コンプライアンス委員会報告に対して、コンプ
ライアンスおよびリスクマネジメントの観点から機動的な助言を行ってまいります。

Q3：ANSWER
サービス産業である外食において、人材育成こそが最大の成長原動力です。従業員の心を知る若い社長が現場
オペレーションに目配りし、組織を牽引することで、現場とマネジメント双方の人材育成が加速し、次世代リーダーの
育成にもつながっていくと考えられます。それは中長期的な企業価値向上に直結するものと期待しています。

会計士・税理士としての
経験と知見を持ち、当社
監査役も経験。
2023年から現職。

青柳 立野
社外取締役（監査等委員）

Q1：ANSWER
私は指名コミッティのメンバーではないため選定プロセス自体への直接の参加はありませんが、コミッティでの厳正
な審議を経て取締役会に上程された内容に異論はなく、承認いたしました。
海外展開を加速させている当社において、台湾子会社で確かな実績を上げられた佐藤社長の抜擢、および
トップマネジメントの若返りには大いに期待しています。

Q2：ANSWER
ホールディングスの取締役経験がない状態からの社長就任であるため、長年会社を牽引してきた谷会長に
よるサポート体制は妥当な移行措置であると考えます。加えて、早期に佐藤社長を中心とした新たな執行体制がス
クラムを組み、自立した運営体制へと移行することを期待しています。この激変する経営環境の変遷を、社外取締役
として冷静かつ客観的に監督してまいります。

Q3：ANSWER
持続的な成長に向けて、優れた経営陣を継続的かつタイムリーに選出していくためには、次世代リーダー達が体系
的な教育と多様な経験を積めるような人材育成システムが構築され、将来の経営戦略と連動させながら定期的に
アップデートしていく仕組みが必要と考えます。社外取締役としてそのプロセスを注視してまいります。

岡田 貴子
社外取締役（監査等委員）

会計士・税理士としての
知見を持ち、複数企業で
監査役を経験。
2025年から現職。

❶戦略議論の質的・量的拡大
　取締役会議案一覧の改定による業務執行の権限の一部を取締役に委任
　M&A、海外戦略、財務戦略などの審議時間の確保　　　
❷議事の効率化
　定例的・報告的な事案の縮小と書面報告の活用
　取締役会、主要会議の過去資料・議事録のクラウド型のグループウェアによる情報共有　
❸サクセッションプランの始動とボードの多様化
　外部コンサル活用による主要経営陣のアセスメント実施
　経営経験豊富な独立社外取締役の招聘

2025年
12月期に
おける

主な取り組み

D
Do

実施
体制

評価
結果

評価
結果概要
2026年1月期
実施分

C
Check ● 取締役会、指名コミッティ主導のもと、全取締役

  （12名） を対象に調査票を配布・分析

●   経営課題に対して常にフラットで熱量の高い議論が
 展開されている
● 多様なバックグラウンドを持つメンバーが適切な規模で
 構成されている

Q1：ANSWER
今般の社長交代は、次世代へのバトンタッチの明確な一歩です。当社グループは2025年に過去最高益を更新し、コロ
ナ後の回復期を経て新たな成長フェーズへと突入しました。これからの成長を担う世代への交代を前進させる適切な
タイミングと認識しています。
現在の伴走期間はあくまで「自立」のための助走であり、これが完了して初めて世代交代が結実します。佐藤
社長をはじめとする次世代マネジメント陣には、会長の知見を速やかに吸収した上で、主体的にグループの未来を切り
拓くことを期待します。

Q2：ANSWER
佐藤社長はアルバイトからキャリアをスタートし、ガストの総責任者や台湾子会社のトップを歴任したため、
店舗と本部の双方を熟知しています。3,000店舗以上を擁する巨大なチェーンストアを牽引するには、大所高所の
経営目線と、ディテールを掴む現場目線を併せ持つことが望ましく、彼はふさわしい経験を有しています。
また、現状に満足せず、努力によって達成可能な目標を自身と組織に課し、クリアしてきた彼のマネジメント力は、当社
の経営基盤を本質的に引き上げる原動力になると期待しています。

Q3：ANSWER
現在進行中の世代交代は、当社の大きな転換点です。しかし、「価値ある豊かさの創造」という経営理念はお客様に支
持され続けるための普遍・不変の理念ですので、次世代がどのような新しい形を創造していくのかを期待しつつ、社外
取締役として監督してまいります。

A
Action

2026年
12月期に
向けた方針

❶ 伴走型体制の監督 新体制による成長戦略の具体化と進捗を厳しく評価

❷ 次世代リーダー層の
    パイプライン構築

社長交代をゴールとせず、執行役員クラス・
ディレクタークラス育成・選抜計画を仕組み化
（次ページの「経営者育成プログラムの概要」参照）

❸ 海外展開を見据えた
     ガバナンスの高度化

海外関係会社のサポート体制の充実と海外展開を
後押しするガバナンス監督体制の構築

当社取締役会
の実効性は
概ね確保

されていると評価
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簡易レファレンスチェッ
クにより、周囲からの
客観的な評価の現在地
を知る。気付きを促し、
課題解決とさらなる成
長への軌道を修正する
フェーズ

経営者育成プログラムの概要

一般社員

ディレクタークラス

リーダークラス

経営陣幹部

リーダーシップ開発▶最高経営層のためのコーチング

取締役会の中での育成
取締役会の決議事項・報告事項とは別に、「その他業務執行等に関
する報告」として、執行役員からプレゼンする機会を設けています。

独立社外取締役との交流
独立役員連絡会を年3回程度開催。２回は店舗・工場等の視察で執
行役員、関係会社社長から独立社外取締役に取り組みを説明して
います。１回は懇親会を行い、社外取締役に次世代を担う経営者候
補の人となりを知っていただく機会を設けています。

関係会社取締役の育成
経営陣幹部を関係会社社長に選任し経営の経験を積んでい
ます。また、執行役員、ディレクタークラスには関係会社非常
勤取締役として取締役の経験の機会を設けています。

役員勉強会
取締役に必要な知識を習得する機会として外部講師を招いて
毎年実施しており、社外を含む全取締役と本部ディレクター以
上を対象にしています。

フル・アセスメント▶次世代の最高経営層の選抜教育

先行する
プロセスの成果

目標・育成計画の
確認・内面化

コーチング
セッション

効果診断・
フィードバック

最終レビュー・
報告

フル・アセスメント
ポテンシャル・
アセスメント

一対一の対話を通じて
目標の本質を理解し、
自発的な意志へと昇華
させるプロセス

コーチングおよび心理
的手法・ツールを活用し、
効果的な刺激を与える
とともに、自己変化の
ため、試行錯誤を通じ
て行動を定着させる
フェーズ

本人へのフィードバッ
クと助言

助走期

試行期

ブレーク
スルー

定着期 次の
成長課題

コンピテンシー成長・
行動習慣定着化
のイメージ

目的
対象
時間軸
評価軸

プロセス / 評価項目

経営陣（取締役・CXO・役員）の選任、育成
経営幹部
短期：向こう1-2年の人事異動や役員選任
現時点のコンピテンシー（能力）

フル・アセスメント

Input Output
1.経験、知識、スキル

2.能力（コンピテンシー）

4.資質（ポテンシャル）

5.価値観、人柄

目的
対象
時間軸
評価軸

プロセス / 評価項目
1.経験、知識、スキル

2.能力（コンピテンシー）

4.資質（ポテンシャル）

5.価値観、人柄

トラックレコード
実績

コンピテンシー
レファレンス
ポテンシャル
生い立ち

思考・行動特性
心理特性
ストレス分析

職務経歴書

オンライン
アセスメント

心理診断

本人インタビュー 360度レファレンス フルレポート

ハイポテンシャル人材・育成対象の特定
ディレクタークラス
中長期：将来の幹部候補を抜擢し、育てる
将来の伸びしろ / ポテンシャル（資質）

ポテンシャル・アセスメント

Input Output

ポテンシャル
生い立ち 実績

思考・行動特性

オンライン
アセスメント

心理診断

職務経歴書

本人インタビュー 上司レファレンス 簡易レポート

ポテンシャルの高い人材を
早期に見出し

適切なローテーションに
繋げることで、

組織力強化を図っています。

将来の幹部候補の
早期特定 将来経営陣になり得るポテンシャルを有する隠れた人材の特定

高いポテンシャルを持つ
人材の育成を加速

オンラインサーベイとセットで実施するインタビューおよび個別フィー
ドバックを通じて、ポテンシャルの高い人材の成長を加速

社内評価の再点検と
適材適所の見極め

役職ごとのポテンシャルの推移や自社の傾向と他社の傾向を比較する
ことで、採用基準を含めた社内人材評価の再点検と適材適所の見極め

B

C

A2016年
2017年
2018年
2019年
2020年

ブランディング
危機管理
危機管理
ESG
外販リスク

2021年
2022年
2023年
2024年
2025年

ESG
アンコンシャス・バイアス
機関投資家の企業への期待
創業メンタリティ　
取締役の責任と役割

年度 テーマ 年度 テーマ

次世代の経営陣幹部の
選抜・育成研修
チェーンストアマネジメントを体系的に
学び、次世代のリーダー候補となり得
る人材を育成しています。
店舗運営の効率化：
作業の単純化や専門化による生産性向上の手法
計数管理と分析：
利益を確実に創出するための数値管理技術
業務の標準化：
多店舗展開を支えるマネジメント手法

優秀社員の選抜（30～40代 100名）
実績や多角的な評価による選考後、
思考力や成長意欲を面接で見極め
※各種資格取得、社外セミナー、社内研修、配転教育

1

4

5

2

ポテンシャル・アセスメント▶次世代のリーダー候補から選抜3

実
務
を
通
じ
た
育
成

過
去
の

役
員
勉
強
会
テ
ー
マ

すかいらーくグループ統合報告書2025 すかいらーくグループ統合報告書202587 88

第4章 / ESG in Action



すかいらーくグループ統合報告書2025 すかいらーくグループ統合報告書2025

2015年12月期 2016年12月期 2017年12月期 2018年12月期 2019年12月期 2020年12月期 2021年12月期 2022年12月期 2023年12月期 2024年12月期 2025年12月期

連結損益状況
売上高（百万円） 351,146 354,513 359,445 366,360 375,394 288,434 264,570 303,705 354,831 401,130 457,794

営業利益（損失）（百万円） 27,806 31,249 28,103 22,857 20,562 (23,031) 18,213 (5,575) 11,688 24,184 29,957

営業利益率（マイナス）（％） 7.9 8.8 7.8 6.2 5.5 (8.0) 6.9 (1.8) 3.3 6.0 6.5

税引前利益（損失）（百万円） 24,717 28,952 23,519 18,596 16,729 (26,433) 14,325 (8,225) 8,691 21,470 26,279

税引前利益率（マイナス）（%） 7.0 8.2 6.5 5.1 4.5 (9.2) 5.4 (2.7) 2.4 5.4 5.7

親会社の所有者に帰属する当期利益（損失）（百万円） 15,109 18,213 15,549 11,438 9,487 (17,214) 8,742 (6,371) 4,781 13,965 16,748

親会社の所有者に帰属する当期利益率（マイナス）（%） 4.3 5.1 4.3 3.1 2.5 (6.0) 3.3 (2.1) 1.3 3.5 3.7

減価償却費及び償却費（百万円） 13,400 13,984 13,464 14,075 51,061 51,168 47,293 47,398 48,649 47,827 52,191

連結財政状態
資産合計（総資産額）（百万円） 314,864 318,317 318,203 330,761 453,979 441,672 457,993 424,772 426,093 470,866 518,549

資本合計（純資産額）（百万円） 103,287 114,198 127,324 130,453 132,817 113,761 166,161 157,708 162,290 173,372 187,567

自己資本比率（％） 32.8 35.8 40.0 39.4 29.3 25.8 36.3 37.1 38.1 36.8 36.2

EBITDA＊1（百万円） 41,418 45,997 41,835 37,226 71,941 28,384 65,706 41,974 60,453 72,116 82,265

ROE（マイナス）（%）*² 15.3 16.8 12.7 8.9 7.2 (14.0) 6.2 (3.9) 3.0 8.3 9.3

ROA（マイナス）（％）*³ 4.8 5.7 4.9 3.5 2.9 (5.2) 2.6 (1.9) 1.5 4.0 3.2

連結キャッシュフロー状況
営業活動によるキャッシュフロー（百万円） 32,842 36,029 31,510 31,571 67,825 36,724 50,065 45,716 70,717 67,923 74,495

投資活動によるキャッシュフロー（マイナス）（百万円）  (18,275) (16,662)  (19,606)  (19,667) (20,446) (15,742) (12,987) (15,575) (14,861) (39,228) (34,051)

財務活動によるキャッシュフロー（マイナス）（百万円）  (19,650) (21,344)  (13,078)  (8,049) (47,350) (22,921) (16,011) (53,271) (44,471) (36,429) (25,524)

フリーキャッシュフロー（百万円） 14,567 19,367 11,904 11,904 47,379 20,982 37,078 30,141 55,856 28,695 40,444

現金及び現金同等物の期末残高（百万円） 18,245 16,222 15,094 18,908 18,949 17,030 38,331 15,275 26,790 19,170 34,331

１株当たり情報
基本的1株当たり当期利益（損失）（EPS）（円） 77.79 93.57 79.36 58.04 48.07 (87.16) 40.77 (28.00) 21.01 61.38 73.62

1株当たり自己資本（BPS）（円） 531.04 586.13 646.57 661.92 672.48 576.00 730.37 693.22 713.36 762.07 824.46

1株当たり配当額（DPS）（円） 33.00 38.00 38.00 38.00 19.00 0.00 12.00 0.00 7.00 18.50 22.0

配当性向（％） 42.4 40.6 47.9 65.5 39.5 ― 29.4 ― 33.3 30.1 29.9

最高株価（円） 1,958 1,644 1,804 1,976 2,242 2,188 1,795 1,675 2,312 2,521 3,743

最低株価（円） 1,168 1,214 1,480 1,424 1,665 1,405 1,406 1,450 1,508 1,837 2,287

主要財務データの推移（11年間）

＊1　※EBITDA＝税引前利益＋支払利息＋期限前弁済に伴う借入金償還損及び付随するヘッジ関連損益＋その他の金融関連費用（期限前弁済に伴う借入金償還損及び付随するヘッジ関連損益を除く）
＊2　※ROE＝親会社の所有者に帰属する当期利益/ 資本合計(期中平均）
＊3　※ROA＝親会社の所有者に帰属する当期利益 / 資産合計(期末）（使用権資産を除く）

－受取利息－その他の金融関連収益＋減価償却費及び償却費＋長期前払費用償却費＋長期前払費用（保証金）償却費
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2021

264,570

303,705

401,130

457,794

354,831

2022 2023 2024 2025（12月期）

2021 2022 2023 2024 2025（12月期）

2021 2022 2023 2024 2025（12月期）

（12月期）2021

（5,575）

（6,371）

18,213

24,184

29,957

2022 2023 2024 2025

（12月期）2021 2022 2023 2024 2025

2021 2022 2023 2024 2025（12月期）

2021 2022 2023 2024 2025（12月期）

2021 2022 2023 2024 2025（12月期）

（12月期）2021 2022 2023 2024 2025

（12月期）2021 2022 2023 2024 2025

（12月期）2021 2022 2023 2024 2025（12月期）2021 2022 2023 2024 2025

8,742

13,965

16,748

4,781

65,706

41,974

82,265

72,116

60,453

166,161
157,708162,290

187,567

173,372

37,078

30,141

40,444

28,695

55,856

（28.00）

40.77

73.62

61.38

21.01
29.4

29.9

22.0

457,993
424,772

518,549

470,866
426,093 47,293 47,398

52,191

47,82748,649

6.2

9.3

（3.9）
純資産（自己資本）
（百万円）
自己資本比率（%）

当期利益（百万円）
当期利益率（%）　

営業利益（百万円）
営業利益率（%）　

1株当たり配当額（円）
配当性向（%）

30.133.3

6.9

（1.8）

6.0
6.511,688

3.3

無配当無配当

36.3 37.1 36.2
36.8

38.1

8.3

3.0

38,331

15,275

34,331

19,170

26,790

12.0

18.5

7.0

3.3

（2.1）

3.7
3.5

1.3

グラフで見る財務データの推移

既存店成長とM&A効果が
大きく、前期比14.1%UP
し4,578億円
既存店売上高は客数、客単
価ともに伸長し、264億円
増収でした。また、「資さん
うどん」、「すき屋（マレー
シア）」のM&A効果として
233億円の増収となって
います。

前期比40.9%増加して
404億円へと推移
営業キャッシュフロー744
億95百万円に対して投資
キャッシュフローはマイナス
340億51百万円で、フリー
キャッシュフローは404億
44百万円となっています。

前期比19.9%UPして
167億円へと増加、
当期利益率も3.7%へと
0.2ポイントUP
営業利益の増加要因と同
様の理由により前期比プラ
ス28億円となり、親会社
株主に帰属する当期利益
は167億48百万円で対
当期利益率は3.7%となり
ました。

前期から19.9%UPして
73.62円へと増加
1株当たり当期利益は、前期
12.24円増加して73.62
円となりました。

総資産は10.1%増加して
5,185億円へと推移
主に現金及び現金同等物、
営業債権及びその他の債
権の増加により総資産額は
476億83百万円増加して
5,185億49百万円となり
ました。

ROEは前期比1.0ポイント
UPして9.3%へ
自己資本当期利益率（ROE)
は、前期の8.3%から1.0
ポイントUPし9.3%へと改
善しています。

前期比23.9%UPして
300億円、営業利益率も
前期比0.5ポイントUPして
6.5%へと成長
インフレ影響130億円に対
して、既存店の売上高増加、
原価低減対策で177億円
の打ち返しができ、営業利
益は299億57百万円とな
りました。

前期比79.1%増加して
343億円へと推移
現金及び現金同等物の期
末残高は、前期より151億
61百万円増加して343億
31百万円となりました。

前期比14.1%で
プラス101億円となり、
EBITDAは823億円へ
減価償却費を含む中長期
視点での企業価値を示す
EBITDAは、前期比14.1%
となり822億65百万円とな
りました。

1株当たり配当額は前期から
3.5円増加したものの、
配当性向は29.9%へ
1株当たり配当額について
は、前期の18.5円からガ
イダンス予想通りに22.0
円とさせていただきまし
た。結果、配当性向はマイ
ナス0.2ポイントとなりまし
たが、今後も株主還元を強
く意識してまいります。

純資産は8.2%増加して
1,876億円へと推移。
自己資本比率はマイナス
0.6ポイントの36.2%へ
純資産は主に配当金の支払
いによる減少と当期利益の
計上による増加により、前期
比8.2%増加して1,875億
67百万円となりました。
なお、自己資本比率は36.2%
と前期比マイナス0.6ポイント
で推移しています。

減価償却費は522億円
当期の減価償却費は、前期
より9.1%増加し52,191
百万円となりました。

売上高（百万円） フリーキャッシュフロー（百万円）

親会社の所有者に帰属する当期利益（百万円） / 当期利益率（%） 1株当たり当期利益（EPS）（円）

総資産（百万円） 自己資本当期利益率（ROE）（%）

営業利益（百万円） / 営業利益率（%） 現金及び現金同等物の期末残高（百万円）

EBITDA（百万円） 1株当たり配当額（DPS）（円） / 配当性向（%）

純資産（自己資本）（百万円） / 自己資本比率（%） 減価償却費及び償却費（百万円）
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7,530,474

6,479,207

25,343

22,419

19,782

22.0
20.0

16.0

5.0 5.0

17,952
19,607

6,407,958

5,900,887

7,636,121

6,605,731

128,756

106,822

494

563

478
512

201,952

32.6

99,600

32.5

65.463.064.062.063.0

629

559

491

522

2,2162,167

97,738

100,4196,524,601 7,128,695

6,030,978

16.6818.50 17.07

21.2322.04

51.7357.43
50.24 49.88

69.79

2021 2022 2023 20252024

脱炭素
Decarbonation

食品ロス/廃棄物の削減
Reduction of food loss/waste

プラスチック対策
Plastic Countermeasures

水資源の保全
Preservation of water resources

生物多様性
Biodiversity

従業員
Employees

コーポレート・ガバナンス
Governance

取締役8名

社外取締役7名

社外取締役
比率

53.8%

女性取締役
比率

23.1%

監査等委員である
取締役5名

使用量（原油換算kL）
原単位（kL/百万円）

GHG排出量（t -CO2）
原単位（t -CO2/百万円）

使用量（MWh）
原単位（MWh/百万円）

石油由来使い捨て
プラスチック使用量（t）

従業員数（人）
従業員における女性比率（%）

女性管理職数（人）
（マネジャー以上）
女性管理職比率（%）
（マネジャー以上）

年間研修時間（延べ時間）
研修受講者の割合（%）

国内における外国人雇用数（人）
国内における外国人雇用比率（%）

障がい者雇用数（人）
障がい者雇用率（%）

有給休暇取得率（%）
男性育児休暇取得率（%）

従業員平均年齢（歳）
65歳以上の従業員比率（%）

総取水量（t）
原単位（t /百万円）

食品廃棄量（t）
原単位（kg/百万円）

国産野菜におけるJGAP
またはそれに類する認証（%）
環境関連の法令遵守に
おける罰金・科料（円）

1,074,551

1,164,651
1,423,843

536,559 561,760

2,492 2,4762,618
2,921

3,288

472,747

514,915

0.61
0.57

0.39
0.50

0.41

3.11

1,222,995

3.28 3.18
3.653.93

1.231.44 1.33
1.621.73

総排水量（t）

167,807

181,750

176,634

173,325
185,871

7,033,0501,329,159

554,227

0 0 00

63.9
62.561.2

15.3
14.4 13.8 14.3 14.3

339,730

297,214

354,922

85.8
88.7 86.0 87.3 91.4

31.532.3 32.0

3.8

2.7 2.7 2.7

3.5

674684

3.2

2.7 2.9 3.1
2.6

35.8

8.3

18.8

22.4

5.3

4,636
4,440

3,092
3.7

2.2 2.3

2.9

3.6

（12月期）

2021 2022 2023 20252024 （12月期）

2021 2022 2023 20252024 （12月期）

2021 2022 2023 20252024 （12月期）

2021 2022 2023 20252024 （12月期）

2021 2022 2023 20252024 （12月期）

2021 2022 2023 20252024 （12月期）

2021 2022 2023 20252024 （12月期）

2021 2022 2023 20252024 （12月期）

2021 2022 2023 20252024 （12月期）

2021 2022 2023 20252024 （12月期）

2021 2022 2023 20252024 （12月期）

2021 2022 2023 20252024 （12月期）

2021 2022 2023 20252024 （12月期）

2021 2022 2023 20252024 （12月期）

0

61.5 63.0

115,801

※指標は、国内グループ会社が対象。連結（海外、子会社含む）を対象としている指標については、連結と記載。
ポン、 株式会社すかいらーくD&M、株式会社ジャパンカーゴ、株式会社資さん、株式会社しんぱち

※海外グループ会社：雲雀國際股份有限公司／SKYLARK MALAYSIA SDN.BHD.／SKYLARK USA INCORPORATED／Createries Consultancy SDN.BHD.
※すかいらーく国内グループ会社：株式会社すかいらーくホールディングス、株式会社すかいらーくレストランツ、ニラックス株式会社、株式会社トマトアンドアソシエイツ、株式会社フロジャ

GHG排出量（Scope1,2,3）は、
原単位で前期比0.07ポイント減少
売上高の増加に伴い、GHG排出量
は増加しましたが、原単位は前期比
0.07ポイント減少し、3.11t-CO2/
百万円へと推移しています。
トピックスとして、太陽光発電の導入
を627施設に拡大し、2025年目標の
300施設を達成しました。

女性管理職数は、前期比9.96%増加
女性管理職数は、前期比9.96%増加
して563人へと推移。また、女性管
理職比率は15.3%へと1.0ポイント
増加しています。
従業員のワークライフバランスにも配
慮し、女性・男性ともに働きやすい職
場環境を積極的に整えています。

電力使用量は、
原単位で前期比0.10ポイント減少
売上高の増加に伴い、電力使用量は
全体で増加しましたが、原単位では前
期比0.10ポイント減少し1.23MWh/
百万円へと推移しています。

従業員に対する年間研修時間は、
前期比4.3%減少
年間研修時間は、前期比4.3%減少
して339,730時間へと推移。また、
研修受講者の割合は85.8%へと5.6
ポイント減少して推移しています。

従業員平均年齢は、前期比0.5ポイン
ト下がって31.5歳
従業員平均年齢は、前期比0.5ポイン
ト下がって31.5歳へと推移。また、
65歳以上の従業員比率は3.8%と増
加しています。

使い捨てプラスチック使用量は、前期
比142t減少
石油由来プラスチック使用量は前期比
5.42%減少し、2,476tへと推移して
います。

国内における外国人雇用数は、
前期比4.41%増加
国内における外国人雇用数は、前期比
4.41%増加して4,636人へと推移。ま
た、国内総従業員における外国人雇用比
率は3.7%へと推移しています。すかい
らーくグループでは、デジタルデバイスを
活用し、トレーニングツールは英語・中国
語・韓国語・ベトナム語の多言語に対応
しており、多様な背景を持つスタッフが
活躍できる環境を整えています。

水排出量は前期比7.07%増加
取水量の増加に伴い、水排出量は全体で
前期比7.07%増加し、7,530,474tへ
と推移しています。

障がい者雇用数は、前期比1.5%減少
障がい者雇用数は、前期比1.5%減
少して674人へと推移。また、障が
い者雇用率は3.2%へと0.1ポイント
増加して推移しています。

食品廃棄量は、
原単位で前期比1.85ポイント増加
売上高の増加に伴い、食品廃棄量
は全体で増加し、原単位では前期比
1.85ポイント増加し51.73kg/百万
円へと推移しています。

有給休暇取得率は、前期比2.4ポイン
ト増加して65.4%
有給休暇取得率は、前期比2.4ポイン
ト増加して65.4%へと推移。また、
男性育児休暇取得率は前期比17ポイ
ント増加して35.8%へと推移してい
ます。

国産野菜におけるJGAPまたはそれ
に類する認証製品の使用率は、前期比
2.0ポイント増加
国産野菜におけるJGAPまたはそれ
に類する認証製品の使用率は前期
比2.0ポイント増加し、20.0%から
22.0%へと推移しています。

すかいらーくグループの取締役は
13名、そのうち社外取締役は7
名、女性取締役は3名。社外取締
役比率は53.8%、女性取締役比
率は23.1%となっています。

GHG排出量（連結）※Scope1,2,3の合計 女性管理職数（マネジャー以上）（連結）水資源の保全（連結）：水排出量 障がい者雇用（国内グループ）

電力使用量（連結） 年間研修食品廃棄量 有給休暇取得率と男性育児休暇取得率

使い捨てプラスチック使用量 従業員平均年齢と65歳以上の従業員比率認証製品の使用率 取締役会の構成（2026年4月1日現在）

エネルギー使用量は、原単位で前期
比0.02ポイント減少
2025年12月期は、エネルギー使用
量は全体で増加しましたが、原単位
では0.02ポイント減少し0.39kL/
百万円へと推移しています。

データで見る非財務（ESG）の状況

従業員数の推移では、前期比11.19%増
加して128,756人
従業員数は、前期比11.19%増加して
128,756人へと推移。また、従業員に
おける女性比率は63.9%でした。個々
のライフスタイルに対応した働きやすい
変形労働時間制や、地域限定雇用形態
など柔軟な人事制度の導入、年末年始
の営業短縮などの働き方改革、40～
50代の正社員採用強化などにより、女
性社員数は増加しています。

水使用量は、
原単位で前期比0.39ポイント減少
売上高の増加に伴い、水使用量は全
体で増加しましたが、原単位では前期
比0.39ポイント減少し16.68ｔ/百万
円へと推移しています。

エネルギー使用量（連結） 従業員数（連結）水資源の保全（連結）：水使用量 国内における外国人従業員数（連結）
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1962～1979年
高度経済成長の中、
すかいらーくが日本外食の幕を開ける
高度経済成長により生活水準が向上する中で、人々
の「食」に対するニーズも高まりを見せていました。
すかいらーくは、日本で最初に「家庭ではなかなか
味わえない本格的な料理を、手頃な価格で楽しく味
わうことができる空間」をサービス提供する唯一無
二の存在としてデビューしました。

1990～1999年

2000～2005年

バブル崩壊による景気の低迷、
新たな成長戦略を模索する中で誕生した“ガスト”
右肩上がりの日本経済とともに成長を遂げていまし
たが、バブル経済が崩壊するとともに不況という試
練が訪れました。この試練の中で、誕生したのが「ガ
スト」で、すかいらーくが再生するための大きな戦
略的ブランドへと成長していきました。

1992年3月
ガスト1号店（小平店）
オープン
1992年9月
ホットドリンクバー導入（ガスト）
1993年11月
呼び出しベル導入
1994年1月
夢庵1号店（新百合ヶ丘店）オープン
1998年6月
ガスト小平回田店で「宅配サービス」 実験開始
1999年6月
魚屋路1号店（練馬春日町店）オープン

2006～2010年
業績低迷によるMBO実施
～大きな改革の舵をとる～
この時代のすかいらーくは、店舗数拡大により売上
が伸びる一方で、利益は確保できず苦戦していまし
た。業績が低迷する中、MBOによる上場廃止、ブラ
ンド「すかいらーく」のクローズなど、会社存続のた
めの大きな決断を強いられる時代でした。

47都道府県への出店を達成
さらなる成長を遂げるために、出店を加速
21世紀を迎え、組織基盤を強固にするために「カン
パニー制」を導入。各々のカンパニーがさらなる成
長を目指し拡大する中、ガストは全都道府県の出
店、直営レストランとしては世界初の1,000店舗を
達成しました。

2001年12月
沖縄県1号店（ガスト那覇新都心店）オープン
2003年11月
ガスト1,000店（八王子寺町店）達成

1980～1989年
外食業界が成長期を迎える中、
全国拡大へのチェーン展開化を促進する
外食業界が成長期を迎える中、これまでの実績と経
験をベースに事業の拡大を図りました。ジョナサ
ン、藍屋、バーミヤンなど、後に飛躍的な成長を遂げ
るためのブランド地盤を少しずつ固めた時代です。

1980年4月
ジョナサン1号店（練馬高松店）オープン

1982年1月
台湾FC1号店 出店（現 雲雀國際股份有限公司の前身）

1983年11月
藍屋1号店（与野バイパス店）オープン

1984年6月
東京証券取引所市場
第一部に株式上場

1986年4月
バーミヤン1号店
（鶴川店）オープン

1987年3月・4月
関西工場（現西宮MDC）、
昭島工場（現昭島MDC）開設
1987年10月
株式会社フロジャポン 設立
1987年12月
ニラックス株式会社 設立

2011～2019年
ライフスタイルの多様化に伴う、専門業態の開発
MBOから8年、すかいらーくは再上場を果たし、新
たなスタートを切りました。お客様の求めるニーズ
が多様化する中、専門性の高いブランドを多く開発
し、それぞれのブランド価値を高める戦略を実行し
ました。また自然災害が頻発する中、どんな時でも、
地域のお客様に寄り添う企業姿勢を忘れません。

2011年3月
東日本大震災による炊き出
し実施（仙台MDC周辺、ガ
スト石巻、気仙沼、女川）
2011年10月
ベインキャピタルが筆頭株主に
2014年6月
物流再編スタート
2014年10月
すかいらーく 東京証券取引所市場第一部上場

2015年3月
むさしの森珈琲1号店
（六ッ川店）オープン
2015年4月
chawan1号店
（ららぽーとTOKYO-BAY店）オープン
2015年5月
台湾にしゃぶ葉1号店（板橋遠百中山店）オープン
2017年6月
La Ohana1号店
（横浜本牧店）オープン
2017年10月
から好し1号店（さいたま道祖土店）オープン
2019年7月
使い捨てプラスチック製ストローをグループ全店で廃止

2020年～
持続可能な外食を追求
すかいらーく1号店の誕生から、50年以上が経過。新
型コロナウイルスによる生活様式が変化した状況下で
も、必要とされる企業であり続けるために、DXによる
新たなサービス改革や新しいマーケットに対応した
店舗展開、ESGの取り組み、M&Aを推進しています。

2020年2月
デジタルメニューブック導入
2020年4月
24時間営業の廃止
2020年8月
マレーシア1号店オープン（しゃぶ葉）
2020年11月
通販事業の開始（楽天・Amazonでの販売スタート）
2020年12月
グループサステナビリティ委員会の設置
2021年6月
公募増資により約430億円を調達
2021年9月
米国に「しゃぶ葉」1号店オープン
2022年12月
約2,100店に3,000台の「フロアサービスロボッ
ト」の導入完了
2023年3月
新経営体制スタート（谷会長、金谷社長の2トップ体制）
2024年1月-3月
能登半島地震 社内ボランティア約120人避難所へ
弁当20,000食を提供
2024年5月
全国約2,600店舗ですかいらーくポイントの導入開始
2024年10月
株式会社資さんの全株式を取得
2025年1月
マレーシアCCS社（イスラム系しゃぶしゃぶ）の全株式を取得
2026年3月
新社長COOに佐藤拓男を据えた
新しいマネジメント体制がスタート
2026年4月
株式会社しんぱちの全株式を取得

1970年 ● 　『外食元年』
1971年 ●　マクドナルド1号店（銀座）オープン
 ●　ロイヤルホスト1号店（北九州市）オープン
1972年 ●　札幌冬季五輪開催
1973年 ●　第一次オイルショック
 ●　イタリアンレストラン「サイゼリヤ」の
   経営開始
1974年 ●　デニーズ1号店（上大岡店）オープン
1976年 ●　外食の“家族化”
1979年 ●　第二次オイルショック
1983年 ●　東京ディズニーランド開業

1989年 ●　昭和天皇崩御（昭和から平成への年号変更）
 ●　消費税導入（3%）
 ●　ベルリンの壁崩壊
1991年 ●　バブル経済崩壊
1992年 ●　東海道新幹線「のぞみ」運転開始
1993年 ●　レインボーブリッジ開通
 ●　冷夏でコメ大凶作
1994年 ●　関西国際空港、開港
1995年 ●　阪神淡路大震災
 ●　Windows95発売
1996年 ●　羽生善治が史上初将棋７冠独占
 ●　O-157による集団食中毒が流行

1997年 ●　消費税増税（3% → 5%）
1998年 ●　長野冬季五輪開催
1999年 ●　地域振興券の交付開始
2000年 ●　九州・沖縄サミット開催
 ●　マクドナルド平日半額キャンペーン
 　（ハンバーガー65円、チーズバーガー80円）
2001年 ●　狂牛病問題
 ●　アメリカ同時多発テロ事件
2002年 ●　サッカーW杯 日韓開催
2003年 ●　六本木ヒルズ、グランドオープン
2004年 ●　新潟中越地震

2005年 ●　愛知万博開幕（愛・地球博）
 ●　「クールビズ」始まる
2006年 ●　原油価格が高騰
2007年 ●　老舗飲食店や食品メーカー、食肉卸業の

賞味期限改ざん、産地偽装などが問題に
2008年 ●　iPhone日本初上陸
 ●　リーマンブラザーズ破綻（リーマンショック）
 ●　洞爺湖サミット開催
2009年 ●　新型インフルエンザ パンデミックを宣言
2010年 ●　宮崎県で口蹄疫問題
2011年 ●　東日本大震災
 ●　なでしこジャパン W杯優勝

2012年 ●　地上デジタルテレビ放送に完全移行
 ●　東京スカイツリー開業
 ●　iPS細胞で山中教授にノーベル生理学・医学賞
2013年 ●　富士山 世界遺産登録決定
 ●　「和食」無形文化遺産に登録
2014年 ●　消費税増税（5% → 8%）
2015年 ●　マイナンバー制度始まる
2016年 ●　伊勢志摩サミット開催
 ●　熊本地震
 ●　選挙権年齢18歳に引き下げ
2017年 ●　藤井聡太四段、新記録の29連勝
 ●　「インスタ映え」が流行語大賞

2018年 ●　大坂なおみ テニス全米ＯＰ優勝
2019年 ●　生前退位による改号（平成 → 令和） 
 ●　消費税増税（8% → 10％）
2020年 ●　新型コロナウイルス流行（緊急事態宣言、

　外出自粛要請、営業時間の短縮要請）
2022年 ●　ロシア軍、ウクライナ侵攻
2023年 ●　新型コロナ「5類」へ移行
2024年 ●　能登半島地震
2025年 ●　トランプ米国大統領就任
2026年 ●　エネルギー価格や原材料費の長期高騰に

伴う構造的インフレの定着
 ●　労働人口減少の深刻化と、産業界全体にお

ける現場DX・AI活用の本格化

2006年6月
MBO（management buyout）実施を発表
2007年5月
しゃぶ葉1号店（横浜店）
オープン

2008年8月
谷 真（現会長）、代表取締役社長に就任
年間300～400店舗の不採算店の閉店・転換実施
2009年3月
2008年決算発表 初の営業赤字（11億円）
2009年10月
ブランド「すかいらーく」すべてクローズ
（最終店：川口新郷店）

2010年3月
ステーキガスト1号店
（大和店）オープン

2010年11月
中国1号店（上海グラッチェ日月光中央広場店）
オープン

1962年4月
ことぶき食品有限会社設立（4月4日）
1969年7月
株式会社ことぶき食品に商号変更、ファミリーレス
トラン事業開始(7月17日）
1970年7月
すかいらーく1号店（国立店）オープン

1972年2月
24時間営業の開始（国立店）
1974年11月
株式会社すかいらーくに商号変更
1977年12月
セントラルキッチン東松山工場
（現東松山MDC）開設

世 の 中 の 出 来 事

全国47
都道府県
制覇！

直営レストラン
としては世界初！

ブランド別配送から
エリア別配送へ

日本初の
ファミリーレストラン！

社内ボランティア延べ2,700名が参加！

価値創造の歩み（沿革）
すかいらーくグループの歩みは、価値創造の歴史です。
すかいらーくグループは、1962年4月4日にことぶき食品有限会社の設立から
歩みの中で、独自サービスや挑戦の歴史をご紹介いたします。

スタートしました。ファミリーレストランチェーンとして約50年の

グループ
1,000店舗突破！
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グループおよび拠点紹介

株式会社すかいらーくレストランツ
https:www.skylark.co.jp/brand/
index.html
所在地：東京（武蔵野） 
ブランド：ガスト／バーミヤン／しゃぶ葉／
ジョナサン／夢庵／ステーキガスト／から好
し／むさしの森珈琲／藍屋　他

ニラックス株式会社
https://nilax.jp/
所在地：東京（武蔵野）	
ブランド：グランブッフェ／フェスタガーデ
ン／ブッフェ エクスブルー 他

株式会社フロジャポン
https://www.flojapon.co.jp/
所在地：東京（武蔵野）
ブランド：フロプレステージュ

株式会社トマトアンドアソシエイツ
https://www.tomato-a.co.jp/
所在地：兵庫（西宮）
ブランド：トマトアンドオニオン／じゅう
じゅうカルビ

株式会社資さん
https://www.sukesanudon.com/
所在地：福岡（北九州）
ブランド：資さんうどん

株式会社しんぱち
https://www.shinpachi-shokudo.com/
所在地：東京（港区）
ブランド：しんぱち食堂 他

雲雀國際股份份有限公司
https://www.taiwanskylark.com.tw/
所在地：台湾（台北）
機能・役割：台湾におけるレストラン事業の
展開

SKYLARK MALAYSIA SDN. 
BHD.
https://skylark.com.my/	
所在地：マレーシア（クアラルンプール）	
機能・役割：マレーシアにおけるレストラン
事業の展開

SKYLARK USA 
INCORPORATED
https://shabu-yo.com/
所在地：米国（イリノイ）
機能・役割：アメリカにおけるレストラン事
業の展開

Createries Consultancy SDN.
BHD.
https://www.suki-ya.com/about.php
所在地：マレーシア（セランゴール）
機能・役割：マレーシアにおけるムスリム向け
レストラン事業の展開

マーチャンダイジング
（MD）センターおよび工場

宮城（仙台）・埼玉（東松山）・千葉
（酒々井）・東京（昭島）・神奈川（相模
原）・岐阜（可児郡御嵩町）・兵庫（西
宮）・福岡（北九州）
群馬（藤岡工場）・群馬（前橋工場）

その他

株式会社すかいらーくD&M
https://www.skylark-sdm.co.jp/	
所在地：東京（武蔵野）
機能・役割：店舗の清掃、店舗売店商品などの
販売・企画

株式会社ジャパンカーゴ
所在地：埼玉（東松山）
機能・役割：フードビジネス関連の食材および、
一般貨物の運送

国内 レストラン事業

海外 レストラン事業

MD
センター

工場

企業概要

商　　　号 株式会社すかいらーくホールディングス（SKYLARK HOLDINGS CO., LTD.）

設　　　立 1962年（昭和37年）4月4日

代　表　者 代表取締役会長CEO　谷 真 ／ 代表取締役社長COO　佐藤 拓男

本社所在地 〒180-8580　東京都武蔵野市西久保1-25-8（三鷹 第3オフィス）

資　本　金 25,134百万円

上場取引所 東京証券取引所（プライム市場）

証券コード 3197

決　算　期 12月

事 業 内 容 フードサービス事業全般、その他周辺事業

従 業 員 数 すかいらーくグループ：正社員 6,761名 ／ クルー 112,220名

店　舗　数 国内グループ 2,992店・海外を含む 3,107店

基本情報（2025年12月31日現在）

株式の状況（2025年12月31日現在）

所有者別株式の割合
（2025年12月31日現在）	

発行可能株式総数：600,000,000 株
発行済株式総数：227,502,200 株
株主数：459,575 名

株主名 所有株式数（株）持株比率(％)
日本マスタートラスト信託銀行株式会社〈信託口〉 26,613,200 11.70
株式会社日本カストディ銀行〈信託口〉　 4,727.800 2.08
アサヒビール株式会社 3,416,600 1.50
麒麟麦酒株式会社 3,333,300 1.47
JP MORGAN CHASE BANK 385781 3,237,356 1.42
STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 2,478,724 1.09
STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505301 1,691,026 0.74
JP MORGAN CHASE BANK 385864 1,665,610 0.73
STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505103　 1,636,561 0.72
サントリー株式会社　  1,583,300 0.70

合　計 50,383,477 22.15

大株主の状況

個人・その他
65.29%

金融機関
14.61%

外国人
14.89%

その他国内法人
4.20%

証券会社
1.01%

WEBサイトのご紹介

広報室
TEL：0422-37-5310
E-mail：pr@skylark.co.jp

https://corp.skylark.co.jp/ https://corp.skylark.co.jp/ir/

［ IRサイト］

問い合わせ先
※企業情報に関するご意見・ご質問は、連絡先をお伺いした上で関係部署から返答させていただ

きます。
※後日のご返答となる場合がありますが、ご了承いただけますようお願いいたします。

すかいらーくグループの最新
情報や業績などは、コーポレー
トサイトならびにIR情報ペー
ジをご覧ください。
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